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は じ め に

こ のたび 、平 成１７ 年 （ ２００ ５年） 群馬 県産業 連関 表をと りま とめた の

で、 報告書 を刊 行いた し ま す。本 県では 、平 成２年 表か ら作成 を始 め、今 回

が４ 回目の 公表 となり ま す 。

産 業連関 表は 、１年 間 に 県内で 行われ た財 ・サー ビス の産業 間の 取引や 、

産業 と家計 など の最終 消 費 者間の 取引を 一覧 表にま とめ た統計 表で す。

こ の表か ら、 本県の 産 業 構造や 産業相 互の 依存関 係を 総体的 に把 握する こ

とが できま す。

ま た、こ の表 から導 き 出 される 各種の 係数 を用い て経 済の機 能分 析を行 う

こと により 、生 産波及 効 果 測定等 に活用 する ことが でき ます。

こ の報告 書が 、行政 機 関 をはじ め、民 間企 業、研 究機 関等で 広く 活用し て

いた だけれ ば幸 いです 。

技 術・資 料面 の制約 か ら 不十分 な点や 、検 討事項 も残 されて おり 、より 一

層の 研究を 重ね て行き た い と考え ます。

お わりに 、本 書の作 成 に あたっ て、貴 重な データ の提 供や御 指導 、御助 言

賜り ました 関係 各位の 方 々 に対し 、心か ら厚 くお礼 申し 上げま す。

平 成２２ 年５ 月

群 馬県企 画部 長 細野 初男



利 用に あ た っ て

１ この報 告書 の対象 と し ている のは、 平成 １ 7年 （暦年 ）１ 年間に おける 群

馬県内 の経 済取引 で す 。

２ 金額の 単位 は、百 万 円 を原則 としま す。 文中一 部の 表では 、億 円単位 を

用いて いま す。

３ 部門分 類は 、平成 １ 7年 （２０ ０５ 年）産 業連 関表（ 以下 、全国 又は全 国

表とい う。 ）と同 様 で す。

４ 「県民 経済 計算」 と は 、概念 、推計 方法 、基礎 資料 が異な るの で計数 は

一致し ませ ん。

５ この報 告書 に関す る 問 い合わ せは、 下記 へお願 いし ます。

〒 ３７ １－８ ５７ ０

群馬 県前橋 市大 手町一 丁目 １番１ 号

群馬 県企画 部統 計課 統計 分析係

℡ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ ０２ ７（２ ２６ ）２４ ０４
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第 １ 章 産 業 連関 表 の 構 造と 見方

第 １ 節 産 業 連 関 表 の 構 造

県経 済を構 成す る各産 業は 、相互 に 網 の目の ように 結び つきあ いな がら、 その 県独自 の

産 業構 造を形 成し ている 。

ある 一つの 産業 は、他 の産 業から 原 材 料・燃 料等の 財・ サ－ビ スを 購入（ 投入 ）し、 こ

れ を加 工（労 働、 資本等 を投 入）し て 別 の財・ サ－ビ スを 生産す る。 次に、 これ を別の 産

業 に対 して原 材料 等とし て販 売（産 出 ） する。

この ような 購入 ―生産 ―販 売とい う 関 係が連 鎖的に つな がり、 最終 的に家 計、 企業な ど

の 最終 需要部 門（ 消費者 ）に 対して 必 要 な財・ サ－ビ スが 提供さ れる 。

産業 連関表 は、 このよ うに して産 業 部 門から 最終需 要部 門に対 して 供給さ れた 財・サ －

ビ スに ついて 、そ れが最 終需 要部門 （ 消 費者） に至る まで に、各 産業 部門間 でど のよう な

投 入・ 産出が 行わ れて生 産さ れたも の で あるの か、そ の実 態を１ 年間 （平成 17年 ）にわ た

っ て記 録し、 その 結果を 一覧 表の形 に 取 りまと めたも ので ある。

図１ 産業 連関 表の構 造
（ 表 頭 ）

需 要部門 中 間 需 要 最 終 需 要 移 県
（ 買手） 内

１ ２ ３ 計 消 投 移 計 輸 生
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（売 手） 業 業 業 Ａ Ｂ Ｃ － Ｃ

表
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粗 雇 用者 所得 粗

（

付 営 業余 剰 付 投
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価 (控 除 )補助金 価

）

値 値
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構
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第 ２ 節 産 業 連 関 表 の 見 方

図１ は、産 業連 関表の 構造 を表し た も ので、 次のよ うに 読むこ とが できる 。

１ タ テ「列 」に 沿って 読む

表を タテの 方向 にみる と、 表頭の 各 産 業が、 財・サ －ビ スを生 産す るのに 必要 な原材 料

等 を他 の産業 から どれだ け購 入した か 、 労働力 をどれ だけ 使い、 利潤 をどれ だけ 上げた か

な どの 各産業 の費 用構成 がわ かる。

この うち、 原材 料など の中 間財の 購 入 を「中 間投入 」と いい、 生産 活動よ って 新たに 生

み 出さ れた価 値の ことを 「粗 付加価 値 」 という 。
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これ らの中 間投 入額と 粗付 加価値 額 の 合計が 「県内 生産 額」と なる 。

２ ヨ コの「 行」 に沿っ て読 む

ヨコ 方向に みる と、表 側の 各産業 が 、 生産し た生産 物を 表頭の どの 産業へ どれ だけ販 売

し たか 、また 家計 ・企業 等で どれだ け 消 費され たかな ど、 各産業 の販 路構成 がわ かる。

この うち、 原材 料など の中 間財と し て 他の産 業へ販 売さ れたも のを 「中間 需要 」とい い、

家 計・ 企業な どの 消費や 県外 に移輸 出 さ れたも のを「 最終 需要」 とい う。

中間 需要と 最終 需要を 合わ せたも の が 、「総 需要」 であ り、総 需要 から「 移輸 入」を 差

し 引い たもの が「 県内生 産額 」とな る 。

産業 連関表 は、 費用構 成の ことを 「 投 入（Ｉ ＮＰＵ Ｔ） 」、販 路構 成のこ とを 「産出

（ ＯＵ ＴＰＵ Ｔ） 」と呼 んで おり、 投 入 と産出 の両面 から 把握で きる 仕組み にな ってい る

た めに 、「投 入産 出表（ Ｉ－ Ｏ表） 」 と も呼ば れてい る。

第 ２ 章 産 業 連 関 表 の 利 用

産業 連関表 は、 各産業 部門 におい て １ 年間に 行われ たす べての 財・ サ－ビ スの 生産及 び

販 売の 実績を 記録 したも ので あり、 県 民 経済計 算では 対象 となら ない 中間生 産物 につい て

も 、各 産業部 門別 にその 取引 の実態 が 記 録され ている とこ ろが大 きな 特徴と なっ ている 。

した がって 、こ れをこ のま ま読み と る ことに よって 、表 作成年 次の 産業構 造を はじめ と

し て産 業別の 投入 構造、 需要 構造や 産 業 の相互 依存関 係な ど県経 済の 構造を 総体 的に把 握

・ 分析 するこ とが できる 。

さら に、産 業連 関表か ら導 き出さ れ た 各種係 数を用 いて 産業連 関分 析を行 うこ とによ り、

経 済政 策の効 果の 測定・ 分析 等が可 能 と なり、 経済政 策等 を行う 上で の基礎 資料 として 利

用 する ことが でき る。
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第 ３ 章 県 経 済の 規 模 と 循環 構造

「平 成 17年 群馬 県産業 連関 表」を 最 も 簡略化 した統 合表 （３部 門） が表１ であ り、ま た、

本 県経 済の大 きさ と循環 構造 を単純 に 図 式化し たもの が図 ２であ る。

第 １ 節 県 経 済 の 規 模

平成 17年に 群馬 県で生 産さ れた財 ・ サ －ビス の総額 であ る県内 生産 額は、 16兆 2135億 円

で ある 。この 県内 生産額 16兆 2135億 円 を 生産す るため に、 産業全 体と して 8兆 7275億円が 中

間 投入 され、 その 結果 7兆 4860億円の 粗 付 加価値 が生 じてい る。

また 、県内 生産 額と移 輸入 額 6兆 9096億 円をあ わせ た総供 給額 （＝総 需要 額） 23兆 1231億

円 のう ち、 8兆 7275億円が 中間 需要と して 各産業 へ、 残り 14兆 3955億円 が最 終需要 部門（ 消

費 ・投 資・移 輸出 ）へ販 売さ れてい る 。

さら に、県 （国 ）外と の取 引をみ ると 、 7兆 2056億 円が移 輸出 され、 6兆 9096億 円が移 輸

入 され ている 。

具体 的に、 表１ の第１ 次産 業をタ テ 方 向にみ ると、 平成 17年の １年 間に第 １次 産業は 自

部 門か ら 386億 円、 第２次 産業 から 596億 円、第 ３次産 業か ら 387億円の 原材 料等を 購入し 、

「 中間 投入計 」 1369億円 によ って、 「県 内生産 額」 2547億 円の生 産を 上げた こと になる 。

この 生産額 から 中間投 入額 を控除 し た のが粗 付加価 値額 であり 、生 産活動 の結 果 1178億

円 の「 粗付加 価値 」を生 み出 したこ と に なる。

次に 、第１ 次産 業をヨ コ方 向にみ ると 、平成 17年の １年 間に第 １次 産業は 、新 しく生 産

し た財 ・サ－ ビス 2547億 円を 「中間 需 要 」や「 最終需 要」 に販売 した ことに なる 。

しか し、中 間需 要と最 終需 要を合 わ せ た「需 要合計 」は 4363億 円で あり、 県内 生産額

2547億 円との 差額 1816億 円は 、県（ 国 ） 外から の「移 輸入 」によ って 賄われ たこ とにな る。

この ことは 、第 １次産 業の 需要合 計 の 中に移 輸入分 とし て 1816億円 が含ま れて いるこ と

を 意味 してい る。

第 ２ 節 県 経 済 の 循 環 構 造

図２ をタテ の方 向にみ ると 、各産 業 が 生産に 要した 費用 及び生 産に よって 新た に生み 出

さ れた 粗付加 価値 の内訳 をみ ること が で きる。 粗付加 価値 は、雇 用者 所得、 営業 余剰、 資

本 減耗 引当等 から 構成さ れて いる。

また 、県内 生産 額 16兆 2135億円に 、移 輸入額 6兆 9096億円 を加 えたも のを 総供給 といい 、

平 成 17年１年 間に 群馬県 に供 給され た 財 ・サ－ ビスの 総額 を表し てい る。

ヨコ の方向 をみ ると、 県内 で生産 さ れ た財・ サ－ビ スが 、どの 産業 に販売 され たかと い

う 販路 構成が わか る。

総需 要額 23兆 1231億円 のう ち 8兆 7275億 円が中 間需 要とし て産 業部門 間で 取引さ れ、残 り

14兆 3955億円 が最 終需要 に向 けられ て い る。

最終 需要の 内訳 は、民 間消 費支出 、 一 般政府 消費支 出な どの消 費財 として 5兆 6990億円 、

県 内総 固定資 本形 成及び 在庫 純増な ど の 投資財 として 1兆 4910億 円、さ らに 県外の 需要を 満

た すた めに 7兆 2056億円が 移輸 出され て お り、こ れら の合計 は 14兆 3955億円 となっ ている 。

また 、県（ 国） 外との 取引 関係を みる と、 2960億円 の移 輸出超 過と なって いる 。
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表１ 平成17年群馬県産業連関表（３部門表） （単位：億円）

需要部門 中 間 需 要 最 終 需 要 (控除)

中 間 最 終 需 要 県 内

第１次 第２次 第３次 需要計 消 費 投 資 移輸出 需要計 合 計 移輸入 生産額

供給部門 産 業 産 業 産 業

中 第１次産業 386 1,727 204 2,317 465 63 1,518 2,046 4,363 -1,816 2,547

間

投 第２次産業 596 39,946 7,775 48,317 10,151 12,447 62,770 85,368 133,685 -47,751 85,934

入

第３次産業 387 18,000 18,254 36,641 46,374 2,400 7,768 56,542 93,183 -19,530 73,653

中 間 投 入 計 1,369 59,673 26,233 87,275 56,990 14,910 72,056 143,955 231,231 -69,096 162,135

粗 付 加 価 値 1,178 26,261 47,420 74,860 注1:34部門から第１次産業は01､第２次産業は02～19､33、第３

次産業は20～32、34の部門を統合して作成している。

県 内 生 産 額 2,547 85,934 73,653 162,135 注2: 内は図2の｢中間生産物の取引｣に対応している｡

図２ 平成17年群馬県経済の循環と規模 （単位：億円）

総 需 要 231,231
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資本減耗引当

13,935

間接税－補助金 4,447

移輸入 移輸入 69,096
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第 ４ 章 産 業 連 関 表 か ら み た 財 ・ サ ー ビ ス の 流 れ

平成 17年群 馬県 産業連 関表 からみ た 本 県経済 の総体 的な 規模は 、財 ・サ－ ビス の「総 供

給 」で みると 23兆 1231億 円で あり、 うち 県内生 産額は 16兆 2135億 円（ 総供給 の 70.1％） 、

移 輸入 額は 6兆 9096億円（ 同 29.9％） で あ る。

県内 生産額 の費 用構成 の内 訳をみ る と 、生産 に用い られ た原材 料等 の財・ サ－ ビスの 中

間 投入 額は 8兆 7275億円で 、県 内生産 額 に 占める 割合 を示す 中間 投入率 は 53.8％で ある。

また 、中間 投入 額に占 める 財・サ － ビ スの構 成比を みる と財の 投入 率は 60.4％ 、サ－ ビ

ス の投 入率は 39.6％とな って いる。

県内 生産額 のも う１つ の構 成要素 で あ る粗付 加価値 額は 7兆 4860億円 で、 県内生 産額に 占

め る割 合を示 す粗 付加価 値率 は 46.2％ で ある。

また 、粗付 加価 値額に 占め る主な 項 目 の構成 比は、 雇用 者所得 が 53.6％、 営業 余剰 18.1

％ 、資 本減耗 引当 18.6％ とな ってい る 。

次に 、需要 側か らみる と「 総需要 」 は 総供給 と同額 の 23兆 1231億円 である 。

うち 、生産 用の 原材料 等の 財・サ － ビ スとな る中間 需要 額が 8兆 7275億円 （総需 要額の

37.7％ ）、最 終需 要額が 14兆 3955億 円（ 同 62.3％）で ある 。

最終 需要額 の内 訳は、 県内 最終需 要額 7兆 1900億円 （最終 需要 額の 49.9％ ）、移 輸出額 は、

7兆 2056億円（ 同 50.1％） であ る。

さら に、県 内最 終需要 の内 訳は、 消費 が 5兆 6990億 円（県 内最 終需要 額の 79.3％ ）、投 資

は 1兆 4910億円 （同 20.7％ ）と なって い る 。

平 成 17年群馬 県産 業連関 表に おける 各 項 目の主 要な関 係は 次のと おり である 。

１ タ テ（列 ）方 向 （単位 ：億 円）

(1)総供 給（ 231,231）＝ 県内 生産額 （ 162,135） ＋移 輸入（ 69,096）

(2)県内 生産額 （ 162,135）＝ 中間投 入（ 87,275）＋粗 付加 価値（ 74,860）

(3)粗付 加価値 （ 74,860） ＝家 計外消 費支 出（ 2,796） ＋雇 用者所 得（ 40,146）

＋営業 余剰 （ 13,536）＋ 資本 減耗引 当（ 13,935）

＋〔間 接 税 －補助 金〕（ 4,447）

２ ヨコ （行） 方向

(1)総需 要（ 231,231）＝ 中間 需要（ 87,275）＋ 最終需 要（ 143,955）

(2)最終 需要（ 143,955） ＝県 内最終 需要 （ 71,900）＋ 移輸 出（ 72,056）

(3)県内 需要（ 159,175） ＝中 間需要 （ 87,275） ＋県内 最終 需要（ 71,900）

(4)県内 最終需 要（ 71,900）＝ 家計外 消費 支出（ 2,796）＋ 民間消 費支 出（ 40,323）＋一 般

政府 消費 支出（ 13,871）＋ 県内 総固定 資本 形成（ 14,585）

＋在 庫 純 増（ 325）
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図３ 平成17年群馬県産業連関表からみた財・サービスの流れ

《 県 内 》 （単位：億円） 《 県 外 》

中 間 投 入 粗 付 加 価 値
87,275 74,860

財の投入 サービス 雇用者 営 業 資本減 その他
の投入 所 得 余 剰 耗引当

52,707 34,568 40,146 13,536 13,935 7,243
(60.4%) (39.6%) (53.6%) (18.1%) (18.6%) (9.7%)

中間投入率［53.8％］ 粗付加価値率［46.2％］

県 内 生 産 額 162,135
移 輸 入

財 の 生 産 サービスの生産
90,805 71,330 69,096
(56.0％） (44.0％）

県 内 生 産 額［70.1％］

移輸入［29.9％］

総 供 給 231,231 （100.0％）

総 需 要 231,231 （100.0％）

中間需要87,275［37.7％］

最 終 需 要 143,955[62.3％］

移輸出（50.1％）

県内最終需要（49.9％）

県内最終需要 71,900
移 輸 出

消 費 投 資
56,990 14,910 72,056

(79.3％） (20.7％）

注１：34部門表による。「財」は01～20、33の合計、「サービス」は21～32、34の合計である。

注２：四捨五入の関係で、内訳を合算しても合計に合わない場合がある。

注３：ここで「消費」とは、家計外消費支出、民間消費支出及び一般政府消費支出をいい、「投資」は

県内総固定資本形成及び在庫純増をいう。
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第 １ 章 生 産 構 造

第 １ 節 県 内 生 産 額

平成 17年１ 年間 に県内 産業 が生産 し た 財・サ ービス の総 額であ る生 産額は 、 16兆 2135億

円 で、 これは 、国 内生産 額 972兆 146億円 の 1.7％ にあ たる。 平成 12年の 県内 生産額 16兆

7934億 円に比 べ、 3.5％の 減少 となっ た 。

産業 別構成 比を みると 、第 １次産 業が 2547億 円で全 体の 1.6％ を占め 、第 ２次産 業が 8兆

5934億 円で 53.0％ 、第３ 次産 業が 7兆 3653億円で 45.4％を占 めて いる。 平成 12年と 比較す る

と 、第 １次産 業が 124億円 減（ 増減率 -4.6％）、 第２ 次産業 が 6379億円 減（ 同 -6.9％）、 第

３ 次産 業が 704億円 増（同 1.0％）と な っ た。構 成比で みる と、第 １次 産業が 0.02ポイン ト、

第 ２次 産業が 2.0ポ イント 低く なった が、 第３次 産業 は 2.0ポイン ト高 くなっ た。 本県と 国

内 生産 額の構 成比 からみ ると 、第２ 次産 業が 14.8ポイ ント 上回っ てい る一方 、第 ３次産 業

は 15.0ポイン ト下 回って いる 。

図 ４ 生産額 の産 業別構 成比

0 20 40 60 80 100（ ％）

第 １次 産業 第２次 産 業 第 ３次 産業

群馬 県 7年 1.8 57.6 40.6

群馬 県 12年 1.6 55.0 43.4

群馬 県 17年 1.6 53.0 45.4

全 国 17年 1.4 38.2 60.4

５ 生 産額の 産業 別構成 比（ 13部門 ）
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第 ２ 節 生 産 額 の 上 位 部 門

生産 額を 34部門 で本県 の上 位３部 門 を みると 、輸送 機械 13.3％ 、一 般機械 7.9％ 、商業

7.2％と なって いる 。国内 生産 額では 、商 業 10.9％、 不動産 6.8％ 、対 事業所 サー ビス 6.6％

の 順に なって おり 、上位 10部 門中 7部 門 は 国内生 産額 と同じ 部門 であっ た。 順位を みると 、

本 県１ 位の輸 送機 械は全 国で ５位、 ２ 位 の一般 機械は 全国 で 14位 とな ってお り、 全国１ 位

の 商業 は本県 では ３位で あっ た。本 県 で は製造 業部門 の順 位が高 くな ってい る。

図 ６ 生産額 の部 門別構 成比 （上位 10部 門）

群馬県

16 輸送機械
13.3%

12 一般機械
7.9%

22 商業
7.2%

03 飲食料品
5.9%

24 不動産
5.6%

19 建設
5.1%

29 医療･保健･社会保障･介
護
4.9%

32 対個人サービス
4.8%

31 対事業所サービス
4.0%

18 その他の製造工業製品
3.9%

その他
37.3%

22 商業

10.9%

24 不動産

6.8%

31 対事業所サービス

6.6%

19 建設

6.5%

16 輸送機械

5.5%

32 対個人サービス

5.4%
25 運輸

5.2%
29 医療・保健・社会保障・

介護

5.2%

26 情報通信

4.7%

23 金融・保険

4.3%

その他

39.0%

全 国
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第 ３ 節 特 化 係 数

産業 構造の 特徴 を特化 係数 によっ て み る。特 化係数 とは 、県の 各産 業部門 の構 成比を 全

国 の各 産業部 門の 構成比 で除 して求 め た 値であ る。１ が全 国水準 であ り、１ より 大きけ れ

ば 、本 県は当 該産 業に特 化し ている こ と を示す 。

産業 別にみ ると 第１次 産業 1.16、 第２ 次産業 1.39、 第３ 次産業 0.75となっ てい る。

34部 門別に みる と本県 で特 化して い る 部門は 、一般 機械 （特化 係数 2.54） 、輸 送機械

（ 同 2.44）、 電気 機械（ 同 2.19）が 上 位 ３部門 であり 、加 工組立 型の 製造業 に特 化して い

る 部門 が多い 。な お、特 化係 数が１ を 超 えるの は、 13部門 ある。

一方 、特化 係数 の低い 部門 は、石 油 ・ 石炭製 品（特 化係 数 0.02）、 鉄鋼（ 同 0.39）、 情

報 通信 （同 0.43） である 。

図 ７ 特化係 数

1 .16

0.76
1.59

1.53

1.16

0.65

0.02

0.89

0 .39

1 .00

1 .71

2.54

2.19

1 .29

1.53

2.44
0.72

1.50
0.790 .75

0.92

0.66

0.86

0.83

0.65

0.43

0.87

0.89

0.95

0.78

0.62

0.90

0.98
1.00

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

農林水産業
鉱業

飲食料品

繊維製品

パルプ・紙・木製品

化学製品

石油・石炭製品

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

一般機械

電気機械

情報・通信機器

電子部品

輸送機械
精密機械

その他の製造工業製品
建設

電力・ガス・熱供給

水道・廃棄物処理

商業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究

医療・保健・社会保障・介護

その他の公共サービス

対事業所サービス

対個人サービス

事務用品
分類不明
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第 ２ 章 投 入 構 造
各産 業部門 が財 ・サー ビス の生産 活 動 を行う ために は原 材料、 燃料 、労働 力な どの投 入

を 必要 とし、 これ らの構 成を 投入構 造 と いう。 産業連 関表 をタテ （列 ）方向 にみ ると、 こ

の 投入 構造（ 費用 構成） がわ かる。

各産 業の投 入は 、原材 料、 燃料等 の 「 中間投 入」と 、中 間投入 によ って生 産が 行われ る

過 程で 新たに 生み 出され た「 粗付加 価 値 」の二 つに分 けら れる。

県内 産業が 財・ サービ スを 生産す る た めに必 要とし た原 材料等 の中 間投入 額は 8兆 7275億

円 で、 県内生 産額 16兆 2135億 円に占 める 割合（ 中間投 入率 ）は 53.8％ であり 、 12年と比 べ、

3.4ポイ ント上 がっ た。全 国の 中間投 入率 48.0％ に比 べ 5.8ポイン ト高 くなっ てい る。

また 、粗付 加価 値額は 7兆 4860億円 で 、 県内生 産額 に占め る割 合 (粗 付加価 値率 )は 46.2％

で ある 。

図８ 投入構 造

0 20 40 60 80 100（ ％）

群 馬県 7年 52.5 47.5

群 馬県 12年 50.4 49.6

群 馬県 17年 53.8 46.2

全 国 17年 48.0 52.0

中間 投入 粗 付加 価値

第 １ 節 中 間 投 入

平成 17年の 中間 投入額 は 8兆 7275億 円 で その内 訳は 、第１ 次産 業 1369億円 、第２ 次産業

5兆 9673億円、 第３ 次産業 2兆 6233億 円 で ある。

中間 投入額 の多 い部門 は、 輸送機 械 、 一般機 械、飲 食料 品の順 に続 いてお り、 第２次 産

業 が上 位を占 めて いる。

中間 投入率 は 53.8％（ 第１ 次産業 53.8％、第 ２次産 業 69.4％、 第３ 次産業 35.6％）と な

っ てい る。

中間 投入率 の高 い部門 は、 仮設部 門 の 事務用 品と分 類不 明を除 いて 、輸送 機械 81.8％ 、

石 油・ 石炭製 品 78.0％、 非鉄 金属 76.6％ の順に 続いて いる 。

全国 におい ては 、輸送 機械 80.7％ 、非 鉄金属 76.9％ 、鉄 鋼 76.1％の 順に続 いて おり、 中

間 投入 率の高 い部 門は、 本県 、全国 と も に第２ 次産業 の中 でも原 材料 を大量 に使 う製造 業

部 門で 占めら れて いる。

また 、本県 にお いて中 間投 入率が 低 い 産業は 、不動 産 14.2％、 教育 ・研究 25.7％、公 務

26.5％ など第 ３次 産業が 上位 を占め て い る。

概し て、第 １次 産業、 第３ 次産業 で 中 間投入 率は低 く、 第２次 産業 で高く なっ ている 。
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表 ２ 中 間投 入率の 順位 （単位 ：％）

順 高 い 部 門 低 い 部 門

位 部 門 名 中 間 投 入率 部 門 名 中間 投入 率

１ 輸 送 機 械 81.8 不 動 産 14.2
２ 石 油 ･ 石 炭 製 品 78.0 教 育 ･ 研 究 25.7
３ 非 鉄 金 属 76.6 公 務 26.5
４ 情 報 ・ 通 信 機 器 76.2 商 業 32.1
５ 電 子 部 品 72.1 その他の公共サービス 36.1

（ 注）事 務用 品、分 類不 明を除 く 。

第 ２ 節 粗 付 加 価 値

粗付 加価値 額は 財・サ ービ スの生 産 活 動によ って新 たに 生み出 され た価値 であ り、県 内

生 産額 から中 間投 入額を 差し 引いて 求 め ること ができ る。 そのた め、 中間投 入率 の高い 部

門 は、 粗付加 価値 率が低 いと いう関 係 に ある。

平成 17年の 粗付 加価値 額の 総額は 7兆 4860億円 で、 県内生 産額 に占め る粗 付加価 値額の 割

合 を表 す粗付 加価 値率は 、 46.2％（ 第１ 次産業 46.2％ 、第 ２次産 業 30.6％、 第３ 次産業

64.4％ ）とな って いる。

本県 の産業 構造 は中間 投入 率の高 い 第 ２次産 業（製 造業 部門） のウ エイト が国 内生産 額

と 比べ 高いた め、 粗付加 価値 率は相 対 的 に低く なって いる 。

粗付 加価値 率の 高い部 門は 、不動 産 85.8％、 教育・ 研究 74.3％ 、公 務 73.5％の 順とな っ

て いる 。全国 の粗 付加価 値率 におい て も 、不動 産、教 育・ 研究が 高い 比率と なっ ている 。

粗付 加価値 部門 の項目 別構 成をみ る と 、雇用 者所得 が 4兆 146億 円で 最も大 きく 、粗付 加

価 値全 体の 53.6％ を占め てお り、次 に資 本減耗 引当が 1兆 3935億 円で 18.6％ を占め ている 。

図 ９ 粗付加 価値 部門の 構成 比
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第 ３ 章 需 要 構 造

産業 連関表 をヨ コ（行 ）の 方向に み る と、各 産業の 生産 活動に よっ て生み 出さ れた財 ・

サ －ビ スの販 路構 成がわ かる 。各産 業 の 生産物 が他の 産業 の生産 活動 のため に原 材料と し

て 使用 された もの を「中 間需 要」と い い 、家計 などに 最終 消費財 とし て売ら れた ものと 企

業 の投 資財と して 売られ たも の、県 外 需 要とな って移 輸出 された もの を合わ せて 「最終 需

要 」と いう。 各部 門にお ける 、中間 需 要 と最終 需要へ の配 分割合 を需 要構造 とい う。

平成 17年に 県内 の各産 業に 対して 原 材 料等と して販 売さ れた中 間需 要の総 額は 、 8兆

7275億 円で、 総需 要の 37.7％ を占め て い る。ま た、最 終需 要の総 額は 、 14兆 3955億円で 、

総 需要 の 62.3％を 占め、 その 内訳は 移輸 出が 7兆 2056億円と 最も 大きく 、次 いで民 間消費 支

出 、県 内総固 定資 本形成 とな ってい る 。

平成 12年に 比べ 、中間 需要 が 2.2ポ イ ン ト増加 した 。

図 10 需要構 造 （ ％）

0 20 40 60 80 100

７ 年 37.8 30.3 31.9

12年 35.5 31.8 32.7

17年 37.7 31.1 31.2

県内最 終需要 移 輸 出

中間 需要 最 終需要

総 需 要

第 １ 節 中 間 需 要

平成 17年に 本県 の産業 に対 して原 材 料 等とし て販売 され た中間 需要 額は、 中間 投入額 と

同 額の 8兆 7275億円 であり 、第 １次産 業 2317億円 、第 ２次産 業 4兆 8317億円、 第３ 次産業 3兆

6641億 円とな った 。この うち 第２次 産 業 の中間 需要額 が全 体の 55.4％ を占め てい る。

中間 需要率 は全 体では 、 37.7％と な り 、これ を産業 別に みると 第１ 次産業 53.1％、第 ２

次 産業 36.1％ 、第 ３次産 業 39.3％と な っ ている 。

部門 別で中 間需 要率の 高い 産業は 、鉱 業 90.5％、対 事業 所サー ビス 82.9％ 、鉄 鋼 77.9％

の 順に なって いる 。

中間 需要率 の高 い部門 は、 生産物 自 体 が直接 消費材 とな りにく く、 加工を 必要 とする こ

と が多 い鉱業 、鉄 鋼や財 ・サ ービス の 生 産過程 で使わ れる 対事業 所サ ービス であ る。

一方 、中間 需要 率の小 さい 部門は 医 療 ・保健 ・社会 保障 ・介護 、対 個人サ ービ ス、公 務

で ある 。
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第 ２ 節 最 終 需 要

最終 需要は 、生 産され た財 ・サー ビ ス を最終 的な消 費や 投資の 段階 でとら えた もので 県

内 最終 需要（ 家計 外消費 支出 、民間 消 費 支出、 一般政 府消 費支出 、県 内総固 定資 本形成 、

在 庫純 増）と 県外 需要で ある 移輸出 か ら 構成さ れてい る。

平成 17年の 最終 需要は 14兆 3955億 円（ 第１次 産業 2046億 円、第 ２次 産業 8兆 5367億円、 第

３ 次産 業 5兆 6542億 円）で 総需 要の 62.3％ を占め てい る。

この うち、 県内 最終需 要は 7兆 1900億円 、移輸 出は 7兆 2056億円 であ る。

総需 要のう ち 31.1％が 県内 最終需 要 と して県 内で消 費材 や投資 材に なり、 31.2％が移 輸

出 とし て県外 へ販 売され る。 最終需 要 の 内訳は 、移輸 出が 50.1％ と最 も大き く、 次いで 民

間 消費 支出 4兆 323億円（ 28.0％）、 県内 総固定 資本形 成 1兆 4585億円（ 10.1％）と なって い

る 。

表 ３ 需要構 造

（単位：億円，％）
区分 中間需要額 県 内 需 要 最終需要計 移 輸 出 需 要 合 計 中間需要率

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ
部門 Ａ＋Ｃ－Ｄ Ａ＋Ｃ Ａ／Ｅ
01農林水産業 2,317 2,845 2,046 1,518 4,363 53.1
02鉱業 664 647 70 87 734 90.5
03飲食料品 2,897 6,854 11,734 7,777 14,631 19.8
04繊維製品 633 1,227 1,520 926 2,153 29.4
05パルプ・紙・木製品 2,250 2,440 1,929 1,738 4,178 53.8
06化学製品 3,834 4,289 3,212 2,757 7,047 54.4
07石油・石炭製品 1,355 2,288 947 13 2,301 58.9
08窯業・土石製品 1,170 1,217 665 618 1,835 63.8
09鉄鋼 3,615 3,625 1,025 1,016 4,640 77.9
10非鉄金属 2,246 2,276 1,184 1,154 3,430 65.5
11金属製品 2,769 2,901 2,964 2,832 5,733 48.3
12一般機械 3,223 6,116 13,734 10,841 16,957 19.0
13電気機械 1,905 2,811 5,779 4,874 7,684 24.8
14情報・通信機器 302 1,603 3,318 2,016 3,619 8.3
15電子部品 3,875 4,078 3,201 2,998 7,076 54.8
16輸送機械 10,939 13,894 20,401 17,446 31,340 34.9
17精密機械 169 473 698 394 866 19.5
18その他の製造工業製品 4,881 5,600 6,003 5,284 10,884 44.8
19建設 1,343 8,328 6,985 0 8,328 16.1
20電力・ガス・熱供給 2,073 2,797 730 6 2,803 74.0
21水道・廃棄物処理 849 1,286 441 4 1,290 65.8
22商業 7,612 14,992 10,979 3,599 18,591 40.9
23金融・保険 4,057 5,628 1,977 406 6,034 67.2
24不動産 1,010 9,122 8,112 0 9,122 11.1
25運輸 4,659 6,463 2,830 1,026 7,489 62.2
26情報通信 3,305 6,111 3,043 238 6,349 52.1
27公務 185 5,593 5,408 0 5,593 3.3
28教育・研究 3,247 6,718 4,257 787 7,505 43.3
29医療・保健・社会保障・介護 140 7,671 7,807 276 7,947 1.8
30その他の公共サービス 193 621 471 43 663 29.0
31対事業所サービス 8,344 9,858 1,716 201 10,059 82.9
32対個人サービス 293 7,877 8,753 1,169 9,046 3.2
33事務用品 248 248 0 0 248 100.0
34分類不明 674 677 18 14 691 97.5

計 87,275 159,175 143,955 72,056 231,231 37.7
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第 ４ 章 産 業 間 の 相 互 依 存 関 係

産業 は、原 材料 等の需 要と 供給を 通 じ て密接 な相互 関係 にある 。中 間投入 率と 中間需 要

率 は、 各産業 の相 互依存 関係 を計る 一 つ の指標 となっ てお り、各 産業 の中間 投入 率と中 間

需 要率 を一定 基準 によっ て組 合わせ る こ とによ り、各 産業 を類型 別に ４つの グル －プに 分

け るこ とがで きる 。

Ⅰ 中 間財的 産業 （ 中間 投入率 、 中 間需要 率とも に 50％以上 の部 門）

この グルー プの 産業は 、他 の産業 部 門 から多 くの原 材料 を購入 して 生産活 動を 行い、 そ

の 生産 物の多 くを 他の産 業に 販売し て い る産業 であり 、自 部門は もと より他 の部 門の生 産

活 動に おいて も原 材料と して 使用さ れ る 割合が 高い産 業で ある。

具体 的には 、非 鉄金属 、化 学製品 、 鉄 鋼、石 油・石 炭製 品など の第 ２次産 業で 、特に 中

間 財生 産型の 製造 業部門 の多 くが属 し て いる。

Ⅱ 最 終需要 的産 業 （中 間投入 率 50％以上 、中間 需要 率 50％ 未満 の部門 ）

この グルー プの 産業は 、他 の産業 部 門 から多 くの原 材料 を購入 して 生産活 動を 行い、 そ

の 生産 物の多 くを 消費、 投資 、移輸 出 な どの最 終需要 向け に販売 して いる部 門で ある。

具体 的には 、飲 食料品 、繊 維製品 、 電 気機械 、輸送 機械 などの 生活 関連型 ある いは加 工

組 立型 の産業 が属 してい る。

Ⅲ 最 終需要 的基 礎産業 （中間 投 入 率、中 間需 要率と もに 50％未 満の 部門）

この グルー プの 産業は 、生 産活動 に お ける原 材料の 投入 割合が 低く 、生産 物の 多くが 最

終 需要 に向け て供 給され る部 門であ る 。 具体的 には、 商業 、不動 産、 公務、 教育 ・研究 、

医 療・ 保健・ 社会 保障・ 介護 などの 第 ３ 次産業 の多く が属 してい る。

Ⅳ 中 間財的 基礎 産業 （ 中間投 入率 50％未 満、中 間需 要率 50％以 上の部 門）

この グルー プの 産業は 、生 産活動 に お ける原 材料の 投入 割合が 低く 、その 生産 物の多 く

を 他の 部門へ 生産 の基礎 財と して供 給 し ている 部門で ある 。

具体 的には 、第 ３次産 業の うち間 接 的 な原材 料とな る水 道・廃 棄物 処理な どが 属して い

る 。
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表４ 中間投 入率 と中間 需要 率の類 型

（注 ） 33事 務用 品、 34分類 不明は 除 く 。

Ⅰのグループ 中間投入率50％以上 中間需要率50％以上

01 農 林 水 産 業 53.8 53.1

02 鉱 業 60.1 90.5

05 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 64.0 53.8

06 化 学 製 品 66.6 54.4

07 石 油 ・ 石 炭 製 品 78.0 58.9

08 窯 業 ・ 土 石 製 品 54.8 63.8

09 鉄 鋼 69.1 77.9

10 非 鉄 金 属 76.6 65.5

15 電 子 部 品 72.1 54.8

20 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 55.6 74.0

25 運 輸 50.5 62.2

Ⅱのグループ 中間投入率50％以上 中間需要率50％未満

03 飲 食 料 品 64.0 19.8

04 繊 維 製 品 64.3 29.4

11 金 属 製 品 54.7 48.3

12 一 般 機 械 71.1 19.0

13 電 気 機 械 68.0 24.8

14 情 報 ・ 通 信 機 器 76.2 8.3

16 輸 送 機 械 81.8 34.9

17 精 密 機 械 60.5 19.5

18 その他の製造工業製品 63.1 44.8

19 建 設 53.9 16.1

Ⅲのグループ 中間投入率50％未満 中間需要率50％未満

22 商 業 32.1 40.9

24 不 動 産 14.2 11.1

27 公 務 26.5 3.3

28 教 育 ・ 研 究 25.7 43.3

29 医療･保健･社会保障･介護 39.7 1.8

30 その他の公共サービス 36.1 29.0

32 対 個 人 サ ー ビ ス 42.8 3.2

Ⅳのグループ 中間投入率50％未満 中間需要率50％以上

21 水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 37.6 65.8

23 金 融 ・ 保 険 36.1 67.2

26 情 報 通 信 38.7 52.1

31 対 事 業 所 サ ー ビ ス 44.0 82.9
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図 11 産業間 の相 互依存 関係

（ 注） 33事務 用品・ 34分 類不明 は 除 く。

01 農 林 水 産 業 12 一 般 機 械 23 金 融 ・ 保 険

02 鉱 業 13 電 気 機 械 24 不 動 産

03 飲 食 料 品 14 情 報 ・ 通 信 機 器 25 運 輸

04 繊 維 製 品 15 電 子 部 品 26 情 報 通 信

05 パルプ・紙・木製品 16 輸 送 機 械 27 公 務

06 化 学 製 品 17 精 密 機 械 28 教 育 ・ 研 究

07 石 油 ・ 石 炭 製 品 18 その他の製造工業製品 29 医療･保健･社会保障･介護

08 窯 業 ・ 土 石 製 品 19 建 設 30 その他の公共サービス

09 鉄 鋼 20 電力・ガス・熱供給 31 対 事 業 所 サ ー ビ ス

10 非 鉄 金 属 21 水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 32 対 個 人 サ ー ビ ス

11 金 属 製 品 22 商 業
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第 ５ 章 県 際 構 造

県内 の各産 業が 生産し た財 ・サー ビ ス は、単 に県内 需要 を満た すだ けでは なく 県外へ の

移 出や 国外へ 輸出 されて いる 。一方 、 県 外から の原材 料・ 生産物 の移 入や国 外か らの輸 入

で 県内 の生産 が成 り立っ てい る。

この ような 移輸 出及び 移輸 入の相 互 関 係から 本県の 県際 構造を みて みると 、平 成 17年 に

お ける 移輸出 額は 7兆 2056億円 、移輸 入額 は 6兆 9096億 円で 、差引 き 2960億円 の移 輸出超 過

に なっ ており 、県 内生産 額に 対する 移 輸 出超過 額の割 合は 、 1.8％で平 成 12年の割 合（ 4.5

％ ）よ り縮小 した 。

第 １ 節 移 輸 出 額

平成 17年に おけ る財・ サー ビスの 移輸 出額は 、 7兆 2056億 円で 、移輸 出率 （県内 生産額 に

占 める 移輸出 額の 割合） は、 44.4％ で あ る。

移輸 出額を 産業 別にみ ると 第１次 産業 は 1518億円（ 構成 比 2.1％）、 第２ 次産業 は 6兆

2770億 円（同 87.1％）、 第３ 次産業 は 7768億円 （同 10.8％ ）であ り、 第２次 産業 が全体 の

９ 割弱 を占め てい る。

部門 別にみ ると 、輸送 機械 1兆 7446億円 （構成 比 24.2％） 、一 般機械 1兆 841億円 （同

15.0％ ）、飲 食料 品 7777億円 （同 10.8％ ）と続 き、上 位 10部門の うち ９部門 が製 造業部 門

で 占め られて おり 、特に 輸送 機械、 一 般 機械の ２部門 で、 移輸出 総額 の４割 弱を 占めて い

る のが 大きな 特徴 となっ てい る。

次に 移輸出 率を みると 、産 業別で は第 １次産 業 59.6％、 第２次 産業 73.0％ 、第 ３次産 業

10.5％ となっ てお り、第 ３次 産業の 比 率 が低く なって いる 。

部門 別にみ ると 、非鉄 金属 94.0％ 、化 学製品 91.9％ 、精 密機械 88.0％の順 とな ってお り、

第 ２次 産業（ 製造 業部門 ）が 上位で あ る 。

図 12 移輸出 額の 構成比 （上 位 10部 門 ）
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第 ２ 節 移 輸 入 額

平成 17年に おけ る県（ 国） 外から 移 輸 入した 財・サ ービ スは 6兆 9096億円 で、移 輸入率

（ 県内 需要額 に占 める移 輸入 額の割 合 ） は、 43.4％で ある 。

移輸 入額を 産業 別にみ ると 第１次 産業 は 1815億円（ 構成 比 2.6％）、 第２ 次産業 は 4兆

7751億 円（同 69.1％）、 第３ 次産業 は 1兆 9530億 円（ 同 28.3％） となっ てお り、移 輸出と 同

様 に第 ２次産 業の 構成比 が高 く、全 体 の 約７割 を占め てい る。

部門 別にみ ると 、輸送 機械 9792億 円（ 構成比 14.2％ ）、 商業 6972億 円（同 10.1％）飲 食

料 品 5108億円 （同 7.4％） と続 き、第 ２ 次 産業の 製造 業部門 と第 ３次産 業で 上位を 構成し て

い る。

次に 移輸入 率を みると 、産 業別で は第 １次産 業 63.8％、 第２次 産業 67.3％ 、第 ３次産 業

22.9％ である 。

部門 別では 、石 油・石 炭製 品 97.9％、 非鉄金 属 96.7％、 化学製 品 94.4％な どの 部門で 高

い 移輸 入率を 示し ている 。

図 13 移輸 入額 の構成 比（ 上位 10部 門 ）
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第 ３ 節 県 際 収 支

移輸 出額と 移輸 入額の 差を とった も の が県際 収支で 、県 内生産 額と 県内需 要額 の差で あ

る 。

平成 17年に おけ る移輸 出額 は 7兆 2056億 円、移 輸入 額は 6兆 9096億円 で、差 引き 2960億 円

の 移輸 出超過 にな ってい る。

産業 別にみ ると 、第２ 次産 業は 1兆 5019億円の 移輸 出超過 であ るが、 第１ 次産業 297億 円、

第 ３次 産業は 1兆 1762億円 の移 輸入超 過 に なって いる 。

部門 別では 、輸 送機械 7654億円、 一般 機械 6759億円 、電 気機械 2961億円な ど製 造業部 門

で 移輸 出額が 大き く超過 して いる。

一方 、移輸 入額 が大き く超 過して い る 部門は 、商業 3373億円、 対事 業所サ －ビ ス 3318億

円 、情 報通信 2806億円な どの サ－ビ ス 業 部門と なって いる 。

第 ４ 節 自 給 率

県内 需要の うち どれだ けが 県内生 産 に よって 賄われ てい るかを 表す もので （１ －移輸 入

率 ）で 求めら れる 。全産 業の 自給率 は 56.6％で あり、 産業 別では 第１ 次産業 は 36.2％、 第

２ 次産 業は 32.7％ 、第３ 次産 業は 77.1％ となっ ている 。

部門 別にみ ると 、第２ 次産 業では 建 設 と事務 用品を 除い てすべ てが 50％未 満の 自給率 で

あ るの に対し て、 第３次 産業 はすべ て 50％を超 えてい る。

（ 参考 ） 関 係式

１ 移 輸出率 ＝移 輸出額 ÷県 内生産 額

２ 移 輸入率 ＝移 輸入額 ÷県 内需要 額

３ 県 内需要 額＝ 中間需 要額 ＋県内 最 終 需要額

４ 県 内最終 需要 額 =家 計 外 消 費 支 出+消 費 支 出 (民間･政府)+県内総 固定 資本形 成 +在 庫純 増

５ 県 際収支 ＝移 輸出額 －移 輸入額

６ 県 内自給 率＝ １－移 輸入 率
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産業 連関表 は、 経済構 造の 分析に 用 い る生産 者価格 評価 表をは じめ 、各種 係数 （投入 係

数 ・逆 行列係 数等 ）を用 いて 、最終 需 要 が生産 を誘発 する 効果な ど本 県経済 の機 能面に つ

い て分 析をす るこ とがで きる 。

第 １ 章 逆 行 列 係 数

第 １ 節 逆 行 列 係 数 の 意 味

すべ ての産 業は 需要を 満た すため に 生 産を行 う。こ の需 要は産 業の 生産に 必要 な原材 料

の 需要 （中間 需要 ）と、 家計 等への 最 終 財の消 費、住 宅や 道路等 への 投資、 移輸 出など の

需 要（ 最終需 要） に分け られ る。

中間 需要は 、最 終需要 を生 産する た め に再び 投入さ れる もので 、仮 に生産 され た財・ サ

ー ビス が中間 財で あった とし ても、 究 極 的には 最終需 要を 満たす ため に生産 され たもの で

あ ると いえる 。

ある 産業に 対し て最終 需要 が生じ る と 、その 影響は 当該 産業だ けで はなく 、そ の産業 の

中 間投 入とい う生 産技術 的な 関係を 通 じ て、次 々と他 の産 業へと 広が ってい き、 関連産 業

へ の原 材料の 需要 を誘発 する 。

そこ で、こ の直 接・間 接の 波及の 総 効 果をあ らかじ め最 終需要 の単 位あた りに ついて 計

算 して おくと 、最 終需要 の増 加が各 産 業 に与え る影響 を推 計する こと ができ る。 このよ う

な 目的 で算出 され たのが 逆行 列係数 で あ る。

つま り、逆 行列 係数と は、 ある産 業 に １単位 の最終 需要 が生じ た場 合、各 産業 の生産 が

直 接・ 間接に どれ だけ誘 発さ れるも の か を示す もので ある 。

第 ２ 節 逆 行 列 係 数 の 型

逆行 列係数 には 、産業 連関 表にお け る 移輸入 の取扱 い方 により （Ｉ －Ａ） ー１型 、

〔 Ｉ－ （Ｉ－ Ｍ） Ａ〕 ー１型の ２つの 型 が ある。

（Ｉは 単位行 列、 Ａは投 入係 数行列 、 Ｍは移 輸入率 、Ｉ －Ｍは 県内 自給率 を表 す。）

１ .（Ｉ －Ａ） ー１型

最終 需要に よっ て誘発 され る生産 は 、 すべて 県内で 賄わ れると する 閉鎖型 経済 を想定 し

た もの で、投 入係 数の安 定性 という 面 か ら産業 部門間 の技 術構造 的な 依存関 係を とらえ る

の に適 してい る。

つま り、最 終需 要によ って もたら さ れ る波及 効果が 、す べて県 内で 起こっ たと 仮定し た

場 合の 生産の 波及 効果を 示す もので 、 県 外から の原材 料等 の移輸 入分 につい ては 考慮さ れ

て いな い。

２ .〔Ｉ －（Ｉ －Ｍ ）Ａ〕 ー１型

最終 需要に よっ て誘発 され る生産 は 、 県外か らの移 輸入 が県内 需要 に比例 する ものと 考

え 、波 及効果 が移 輸入の 割合 に応じ て 県 外へ流 出して いく とする 開放 型経済 を想 定した も

の で、 より現 実の 経済活 動を 反映し て い るとい える。 この 型は、 県外 からの 原材 料等の 購

入 によ る波及 の漏 れを考 慮し 、県内 に お ける生 産の波 及効 果をみ るの に適し てい る。
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第 ２ 章 逆 行 列 係 数 の 列 和

第 １ 節 列 和

逆行 列係数 表を タテ（ 列） の方向 に み たとき の数値 は、 ある産 業に １単位 の需 要があ っ

た 場合 、各産 業部 門へ直 接・ 間接に ど の ような 影響（ 波及 効果） を及 ぼすか を定 量的に 表

し てお り、そ の列 和（合 計値 ）は波 及 効 果の総 効果を 表し ている 。

（Ｉ －Ａ） ー１型 の逆行 列係 数の列 和 に おいて 数値の 高い 部門、 即ち 波及効 果の 大きな 部

門 は、 輸送機 械、 非鉄金 属、 情報・ 通 信 機器等 の第２ 次産 業の部 門で 、逆に 小さ な部門 は、

不 動産 、教育 ・研 究、公 務、 商業等 の 第 ３次産 業の部 門で ある。

これ に対し て〔 Ｉ－（ Ｉ－ Ｍ）Ａ 〕 ー１型の列 和をみ ると 、鉱業 、電 子部品 、情 報・通 信

機 器、 輸送機 械等 が大き く、 逆に小 さ な 部門は 、不動 産、 公務、 石油 ・石炭 製品 等とな っ

て いる 。（Ｉ －Ａ ） ー１型 に比 べ、第 ２ 次 産業と 第３次 産業 の間に 大き な差は ない 。

これ は、第 ２次 産業（ 製造 業部門 ） の 生産波 及効果 は県 外への 波及 の割合 が大 きく、 第

３ 次産 業の生 産波 及効果 は県 内中心 で あ ること を示し てい る。

表６ 生産 波及 効果上 位５ 部門（ Ｉ － Ａ） ー１型

順 大 き な 部 門 小 さ な 部 門

位

部 門 名 生産 波及効 果 （ 列和） 部 門 名 生 産波 及効果 （ 列和）

１ 輸 送 機 械 3.368682 不 動 産 1.274608

２ 非 鉄 金 属 2.985418 教 育 ・ 研 究 1.535055

３ 情報・通信機器 2.785539 公 務 1.571542

４ 石油・石炭製品 2.749028 商 業 1.619093

５ 鉄 鋼 2.675978 金 融 ・ 保 険 1.683320

表７ 生産 波及 効果上 位５ 部門〔 Ｉ － （Ｉ－ Ｍ）Ａ 〕 ー１型

順 大 き な 部 門 小 さ な 部 門

位

部 門 名 生産 波及効 果 （ 列和） 部 門 名 生 産波 及効果 （ 列和）

１ 鉱 業 1.540439 不 動 産 1.177052

２ 電 子 部 品 1.396034 公 務 1.201381

３ 情報・通信機器 1.384894 石油・石炭製品 1.204590

４ 輸 送 機 械 1.374976 非 鉄 金 属 1.211202

５ 一 般 機 械 1.371594 教 育 ・ 研 究 1.227491

（ 注）事 務用 品・分 類不 明を除 く 。

第 ２ 節 県 内 歩 留 り 率 と 県 外 流 出 率

〔Ｉ－ （Ｉ－ Ｍ） Ａ〕 ー １型と （Ｉ－ Ａ ） ー１型の 逆行 列係数 の列 和（生 産波 及効果 ）を比 較

す ると 、（Ｉ －Ａ ） ー１型 が相 対的に 高 い ことが 分かる 。

これ は、（ Ｉ－ Ａ） ー１型（ 閉鎖型 経 済 の逆行 列係数 ）が 〔Ｉ－ （Ｉ －Ｍ） Ａ〕 ー１型（ 開
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放 型経 済によ る逆 行列係 数） より生 産 波 及効果 が大き く出 るとい う特 徴を表 して いるも の

で あり 、この 点に 着目し 、両 モデル の 逆 行列係 数の列 和を 比較す るこ とによ り、 ある産 業

部 門に １単位 の最 終需要 があ った場 合 、 その生 産の波 及効 果の県 内に 留まる 割合 と県外 に

流 出す る割合 が分 かる。

〔Ｉ －（Ｉ －Ｍ ）Ａ〕 ー１型 の逆行 列 係 数の列 和を（ Ｉ－ Ａ） ー １型の 逆行列 係数 の列和 で

除 した 値は、 生産 波及効 果に 占める 県 内 産業へ の波及 効果 の割合 を示 す。こ れを 、生産 誘

発 効果 の「県 内歩 留り率 」と いい、 逆 に （１－ 県内歩 留り 率）を 「県 外流出 率」 という 。

これ らによ り、 各産業 の波 及がど れ だ け県内 に留ま り、 どれだ け県 外に流 出し ている か

を みる ことが でき る。

県内 歩留り 率の 高い部 門は 、不動 産（ 92.3％ ）、商 業（ 80.4％ ）、 金融・ 保険 （ 80.0

％ ）、 教育・ 研究 （ 80.0％） 、公務 （ 76.4％） 等であ り、 第３次 産業 が上位 を占 めてい る。

一方 、県外 流出 率の高 い部 門は、 非鉄 金属（ 59.4％ ）、 輸送機 械（ 59.2％ ）、 石油・ 石

炭 製品 （ 56.2％） 、鉄鋼 （ 50.5％） 、情 報・通 信機器 （ 50.3％） 等で あり、 製造 業の部 門

が 上位 を占め てい る。一 般的 に移輸 入 率 の高い 第２次 産業 では全 体的 に歩留 り率 が低く 、

逆 に移 輸入率 の低 い（自 給率 の高い ） 第 ３次産 業では 歩留 り率が 高く なって いる 。

表 ８ 逆行列 係数 と県内 歩留 り率、 県 外 流出率

(I-A）-1型 ［(I-(I-M)A］-1型 歩留率％流出率％
01 農林水産業 2.195076 1.297872 59.1 40.9
02 鉱業 2.241847 1.540439 68.7 31.3
03 飲食料品 2.385461 1.341971 56.3 43.7
04 繊維製品 2.412564 1.293275 53.6 46.4
05 パルプ・紙・木製品 2.407561 1.359917 56.5 43.5
06 化学製品 2.384231 1.341549 56.3 43.7
07 石油・石炭製品 2.749028 1.204590 43.8 56.2
08 窯業・土石製品 2.147368 1.365198 63.6 36.4
09 鉄鋼 2.675978 1.324316 49.5 50.5
10 非鉄金属 2.985418 1.211202 40.6 59.4
11 金属製品 2.305561 1.253718 54.4 45.6
12 一般機械 2.666280 1.371594 51.4 48.6
13 電気機械 2.545663 1.352366 53.1 46.9
14 情報・通信機器 2.785539 1.384894 49.7 50.3
15 電子部品 2.647385 1.396034 52.7 47.3
16 輸送機械 3.368682 1.374976 40.8 59.2
17 精密機械 2.363769 1.334335 56.4 43.6
18 その他の製造工業製品 2.393755 1.281341 53.5 46.5
19 建設 2.167233 1.319063 60.9 39.1
20 電力・ガス・熱供給 2.176310 1.347281 61.9 38.1
21 水道・廃棄物処理 1.775090 1.335947 75.3 24.7
22 商業 1.619093 1.301927 80.4 19.6
23 金融・保険 1.683320 1.346175 80.0 20.0
24 不動産 1.274608 1.177052 92.3 7.7
25 運輸 2.083871 1.354285 65.0 35.0
26 情報通信 1.749569 1.332160 76.1 23.9
27 公務 1.571542 1.201381 76.4 23.6
28 教育・研究 1.535055 1.227491 80.0 20.0
29 医療･保健･社会保障･介護 1.832025 1.236615 67.5 32.5
30 その他の公共サービス 1.721528 1.255959 73.0 27.0
31 対事業所サービス 1.987085 1.299817 65.4 34.6
32 対個人サービス 1.874835 1.309261 69.8 30.2
（33事務用品、34分類不明を除く）
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第 ３ 章 影 響 力係 数 と 感 応度 係数

ある 産業の 生産 活動は 、産 業相互 の 依 存関係 の中で 、直 接・間 接の 波及効 果に よって 他

の 産業 に影響 を与 え、ま た、 逆に他 産 業 から影 響を受 けて いる。 そし て、こ の影 響の与 え

方 、受 け方の 度合 いはそ れぞ れの産 業 に よって 異なっ てい る。

逆行 列係数 を利 用する こと によっ て 、 これら の影響 の与 え方、 受け 方の度 合い を明ら か

に する ことが でき る。

第 １ 節 影 響 力 係 数

逆行 列係数 表の 各列（ タテ ）は、 そ の 列部門 に最終 需要 が１単 位発 生した 場合 に、直 接

・ 間接 にどの くら いの生 産を 引き起 こ す かを表 してお り、 その合 計（ 列和） は、 その列 部

門 の最 終需要 １単 位によ って 産業全 体 に 与える 生産波 及の 大きさ を表 してい る。

影響 力係数 とは 、逆行 列係 数の列 和 を 逆行列 係数の 列和 の平均 値で 除した もの であり 、

次 式に より導 かれ る。

逆行列 係 数 の列和
影響 力係 数＝

逆行 列係数 の 列 和全体 の平均 値

これ は、逆 行列 係数の 列和 の平均 か ら の乖離 （かい り） 度を示 し、 産業全 体に 大きな 生

産 誘発 効果を 与え るのは 、ど の部門 に 最 終需要 が生じ た場 合か、 とい う相対 的な 影響力 を

示 す指 標とな る。 この係 数が 1.0より 大 き い産業 は影 響力が 平均 より大 きく 、 1.0より小 さ

い 産業 は平均 より 小さい こと を示す 。

本県 の影響 力係 数の高 い部 門をみ ると 、鉱業 1.14、 電子 部品 1.04、 情報・ 通信 機器 1.03

の 順で 、平均 1.0を 超えて いる のは９ 部 門 である 。

第 ２ 節 感 応 度 係 数

逆行 列係数 の行 和は、 すべ ての列 部 門 に最終 需要が １単 位ずつ 生じ た場合 に、 その行 が

必 要と される 供給 量を示 して いる。

感応 度係数 とは 、逆行 列係 数の行 和 を 逆行列 係数の 行和 の平均 値で 除した もの であり 、

次 式に より導 かれ る。

逆 行列係 数 の 行和
感応 度係 数＝

逆 行列 係数の 行 和 全体の 平均値

これ は、逆 行列 係数の 行和 の平均 か ら の乖離 度を示 し、 すべて の列 部門に それ ぞれ１ 単

位 の最 終需要 が生 じた場 合に 、どの 行 部 門が相 対的に 大き な影響 を受 けるか を示 す指標 に

な る。

影響 力係数 と同 様に、 この 係数が 1.0よ り大き いほ ど感応 度が 平均よ り大 きいこ とにな り、

各 産業 の特徴 をみ ること がで きる。

感応 度係数 の高 い部門 をみ ると、 金融 ・保険 2.16、 対事 業所サ ービ ス 2.01、運 輸 1.65の

順 で、 平均 1.0を超 えてい るの は、 9部 門 である 。
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第 ３ 節 影 響 力 係 数 と 感 応 度 係 数 の 類 型

各部 門の影 響力 係数と 感応 度係数 と を 組み合 わせる こと によっ て、 各産業 部門 の性格 を

特 徴づ けるこ とが できる 。

Ⅰの グルー プ （影響 力係 数、感 応 度 係数と もに 1.0以 上の部 門）

この グルー プに 属する のは 、他部 門 へ 与える 影響は 大き く、他 部門 から受 ける 影響も 大

き い部 門。

Ⅱの グルー プ （影響 力係 数 1.0以上 、感応 度係数 1.0未 満の 部門）

この グルー プに 属する のは 、他部 門 へ 与える 影響は 大き いが、 他部 門から 受け る影響 は

小 さい 部門。

Ⅲの グルー プ （影響 力係 数、感 応 度 係数と もに 1.0未 満の部 門）

この グルー プに 属する のは 、他部 門 へ 与える 影響は 小さ く、他 部門 から受 ける 影響も 小

さ い部 門。

Ⅳの グルー プ （影響 力係 数 1.0未満 、感応 度係数 1.0以 上の 部門 ）

この グルー プに 属する のは 、他部 門 へ 与える 影響は 小さ いが、 他部 門から 受け る影響 は

大 きい 部門。
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表９ 影響 力係 数と感 応度 係数の 類 型

Ⅰの グルー プ 影響 力係 数 1.0以上 感応 度係数 1.0以 上

05 パルプ・紙・木製品 1.008371 1.014241
25 運 輸 1.004195 1.649858

Ⅱの グルー プ 影響 力係 数 1.0以上 感応 度係数 1.0未 満

02 鉱 業 1.142227 0.785285
08 窯 業 ･ 土 石 製 品 1.012287 0.834221
12 一 般 機 械 1.017030 0.859807
13 電 気 機 械 1.002772 0.815097
14 情 報 ・ 通 信 機 器 1.026891 0.751203
15 電 子 部 品 1.035151 0.989209
16 輸 送 機 械 1.019537 0.914214

Ⅲの グルー プ 影響 力係 数 1.0未満 感応 度係数 1.0未 満

01 農 林 水 産 業 0.962364 0.865859
03 飲 食 料 品 0.995064 0.833982
04 繊 維 製 品 0.958957 0.786004
06 化 学 製 品 0.994751 0.784682
07 石 油 ・ 石 炭 製 品 0.893197 0.752301
09 鉄 鋼 0.981973 0.877747
10 非 鉄 金 属 0.898100 0.760842
11 金 属 製 品 0.929625 0.841451
17 精 密 機 械 0.989402 0.744802
18 その他の製造工業製品 0.950107 0.940182
21 水 道 ･廃 棄 物 処 理 0.990597 0.945012
24 不 動 産 0.872778 0.964748
27 公 務 0.890817 0.991456
29 医 療 ･ 保 健 ･ 社 会 保 障 ・ 介 護 0.916943 0.755301
30 そ の 他 の 公 共 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 0.931287 0.786253
32 対 個 人 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 0.970809 0.780679

Ⅳの グルー プ 影響 力係 数 1.0未満 感応 度係数 1.0以 上

19 建 設 0.978078 1.056258
20 電 力 ･ ｶ ﾞ ｽ ･ 熱 供 給 0.999001 1.149300
22 商 業 0.965371 1.579746
23 金 融 ･ 保 険 0.998181 2.163161
26 情 報 通 信 0.987790 1.174452
28 教 育 ・ 研 究 0.910178 1.152734
31 対 事 業 所 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 0.963807 2.010453

（注） 33事務 用品 、 34分 類不 明は除 く 。
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図 14 影響力 係数 と感応 度係 数の部 門 別 相関図

01 農 林 水 産 業 12 一 般 機 械 23 金 融 ･ 保 険
02 鉱 業 13 電 気 機 械 24 不 動 産
03 飲 食 料 品 14 情報・通信機器 25 運 輸
04 繊 維 製 品 15 電 子 部 品 26 情 報 通 信
05 ﾊ ﾟ ﾙ ﾌ ﾟ ･ 紙 ･ 木 製 品 16 輸 送 機 械 27 公 務
06 化 学 製 品 17 精 密 機 械 28 教 育 ･ 研 究
07 石 油 ･石炭製 品 18 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 29 医 療 ･ 保 健 ･ 社 会 保 障 ・ 介 護
08 窯 業 ･土石製 品 19 建 設 30 そ の 他 の 公 共 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ
09 鉄 鋼 20 電 力 ･ ｶ ﾞ ｽ ･ 熱 供 給 31 対 事 業 所 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ
10 非 鉄 金 属 21 水 道 ･ 廃 棄 物 処 理 32 対 個 人 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ
11 金 属 製 品 22 商 業

（注 ） 33事務用 品・ 34分類 不 明 は除く 。
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第 ４ 章 最 終 需要 に よ る 生産 誘発

産業 連関表 では 、生産 は最 終需要 に よ って誘 発され ると 考える 。そ の誘発 係数 を計算 す

る こと によっ て、 最終需 要の 変化が 各 部 門にど のよう な影 響を与 える のかが 分析 される 。

第 １ 節 生 産 誘 発 額

最終 需要を 賄う ために 直接 ・間接 に 必 要とな る県内 生産 額を「 生産 誘発額 」と いい、 最

終 需要 に逆行 列係 数を乗 じる ことに よ り 求めら れる。

平成 17年の 本県 の県内 生産 額 16兆 2135億円は 、最終 需要 額 14兆 3955億円を 満た すため に

行 われ たもの であ る。 34部門 による 生 産 誘発額 をみる と、 県全体 とし ては、 移輸 出が 9兆

6810億 円と最 も大 きく、 以下 、民間 消費 支出 3兆 3768億円、 一般 政府消 費支 出 1兆 5860億 円、

県 内総 固定資 本形 成（民 間） 9863億 円 、 県内総 固定資 本形 成（公 的） 3183億 円、 家計外 消

費 支出 2512億 円、 在庫純 増 139億円と なっ ている 。平 成 12年 と比 較する と、 一般政 府消費 支

出 、在 庫純増 は増 加し、 家計 外消費 支 出 、民間 消費支 出、 県内総 固定 資本形 成（ 公的） 、

県 内総 固定資 本形 成（民 間） 、移輸 出 は 減少し た。

第 ２ 節 生 産 誘 発 係 数

生産 誘発係 数は 、各項 目別 最終需 要 が １単位 増加し たと き、ど のく らいの 生産 増が誘 発

さ れる かを示 した もので あり 、各部 門 の 最終需 要項目 別生 産誘発 額を 項目別 最終 需要額 の

合 計で 除して 求め られる 。

最終 需要項 目別 にみる と、 移輸出 が 1.34と最 も大き く、 以下、 県内 総固定 資本 形成（ 公

的 ） 1.22、一 般政 府消費 支出 1.14、 家計 外消費 支出 0.90と 続き、 全体 では、 1.13単位の 生

産 誘発 が生ず るこ とを示 して いる。 こ れ を平成 12年と 比較 すると 、家 計外消 費支 出、県 内

総 固定 資本形 成（ 公的） 、県 内総固 定 資 本形成 （民間 ）、 移輸出 で 12年より 係数 が大き く

な って いる。

次に 、最終 需要 を家計 外消 費支出 、 民 間消費 支出、 一般 政府消 費支 出から なる 消費、 県

内 総固 定資本 形成 （公的 ・民 間）、 在 庫 純増か らなる 投資 、移輸 出の ３項目 に分 ける。

その 結果、 消費 に係る 生産 誘発係 数 で は、不 動産、 医療 ・保健 ・社 会保障 ・介 護、対 個

人 サー ビス、 公務 と第３ 次産 業が上 位 と なって いる。 投資 に係る 生産 誘発係 数で は、建 設、

一 般機 械、情 報通 信等が 大き くなっ て い る。移 輸出に 係る 生産誘 発係 数では 、輸 送機械 、

一 般機 械、飲 食料 品と本 県の 中心産 業 で ある第 ２次産 業が 上位を 占め ている 。

第 ３ 節 生 産 誘 発 依 存 度

生産 誘発依 存度 とは、 最終 需要項 目 別 生産誘 発額に つい て、最 終需 要項目 別の 構成比 を

求 めた もので ある 。これ によ って、 各 部 門の生 産誘発 額が 直接・ 間接 にどの 最終 需要に 依

存 して いるの かが 分かる 。

34部 門で本 県を みると 、県 全体で は 、 移輸出 への依 存度 が高く 、 59.7％を 占め 、以下 、

民 間消 費支出 20.8％、一 般政 府消費 支出 9.8％、 県内 総固定 資本 形成（ 民間 ） 6.1％、県 内

総 固定 資本形 成（ 公的） 2.0％ 、家計 外消 費支出 1.5％ 、在 庫純増 0.1％ とな ってい る。各 部

門 別に みると 、製 造業の 各部 門で移 輸 出 の占め る割合 が高 くなっ てお り、中 でも 非鉄金 属

が 99.4％と最 も高 く、以 下、 化学製 品 96.7％、 電子部 品 96.1％、 鉄鋼 95.5％ 、輸 送機械

94.8％ と続い てい る。本 県の 基幹産 業 が 、生産 の多く を移 輸出に 依存 してい るこ とが分 か

る 。ま た、一 般政 府消費 支出 では公 務 と 医療・ 保健・ 社会 保障・ 介護 が大き く、 県内総 固

定 資本 形成は 公的 ・民間 とも に、建 設 の 割合が 大きく なっ ている 。そ の他の 第３ 次産業 で

は 概し て民間 消費 支出の 割合 が高く な っ ている 。平成 12年 と比較 する と、一 般政 府消費 支
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出 が 1.0ポイン ト、 県内総 固定 資本形 成（ 民間） が 0.1ポイ ント、 在庫 純増が 0.1ポ イント 、

移 輸出 が 0.7ポ イン ト上昇 し、 家計外 消 費 支出、 民間 消費支 出、 県内総 固定 資本形 成（公

的 ）が それぞ れ 0.2ポイン ト、 0.1ポ イン ト、 1.6ポイ ント低 下し た。
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図 15 消費に 係る 生産誘 発係 数 図 16 投 資に 係る生 産誘 発係数

図 17 移輸出 に係 る生産 誘発 係数 図 18 最 終需 要項目 別生 産誘発 依存 度



- 33 -

第 ５ 章 最 終 需 要 に よ る 粗 付 加 価 値 誘 発
すべ ての産 業の 生産活 動は 、究極 的 に は最終 需要を 充足 させる ため に行わ れる が、生 産

額 は中 間投入 額と 粗付加 価値 額で構 成 さ れてい ること から 、最終 需要 によっ て誘 発され た

生 産額 には雇 用者 所得や 営業 余剰な ど の 粗付加 価値も 含ま れてい る。

第 １ 節 粗 付 加 価 値 誘 発 額

最終 需要に よっ て生産 が誘 発され れ ば 、それ に伴い 粗付 加価値 も誘 発され る。 この誘 発

額 を粗 付加価 値誘 発額と いい 、生産 誘 発 額に当 該産業 部門 の粗付 加価 値率を 乗じ て求め る。

項目 別にみ ると 、粗付 加価 値誘発 額の 合計 7兆 4860億円の うち 、移輸 出に よって 3兆 5617

億 円が 誘発さ れ、 民間消 費支 出 2兆 1371億 円、一 般政 府消費 支出 1兆 329億円 、県内 総固定 資

本 形成 （民間 ） 4562億円 、県 内総固 定資 本形成 （公的 ） 1517億円 、家 計外消 費支 出 1405億

円 、在 庫純増 58億 円が誘 発さ れる。 平成 12年と 比較す ると 、一般 政府 消費支 出、 在庫純 増

は 増加 し、家 計外 消費支 出、 民間消 費 支 出、県 内総固 定資 本形成 （公 的）、 県内 総固定 資

本 形成 （民間 ）、 移輸出 は減 少した 。

第 ２ 節 粗 付 加 価 値 誘 発 係 数

粗付 加価値 誘発 係数と は、 １単位 の 最 終需要 が各部 門の 粗付加 価値 を、ど のく らい誘 発

す るか を最終 需要 項目別 にみ たもの で あ り、最 終需要 項目 別粗付 加価 値額を 対応 する最 終

需 要項 目の合 計で 除した もの である 。

県全 体では 、１ 単位の 最終 需要に 対し て 0.52単位の 粗付 加価値 が誘 発され る。 最終需 要

項 目別 にみる と、 一般政 府消 費支出 が 0.74で最 も大き く、 以下、 県内 総固定 資本 形成（ 公

的 ） 0.58、民 間消 費支出 0.53、家計 外消 費支出 0.50、 移輸 出 0.49、県 内総固 定資 本形成

（ 民間 ） 0.38、在 庫純増 0.18となっ てい る。こ れを平 成 12年と比 較す ると、 県内 総固定 資

本 形成 （公的 ）で 12年よ り係 数が大 き く なって いる。

また 、生産 誘発 係数と 同様 に、最 終 需 要を消 費、投 資、 移輸出 の３ 項目に 分け る。消 費

に 係る 粗付加 価値 誘発係 数で は、不 動 産 が最も 大きく 、以 下、医 療・ 保健・ 社会 保障・ 介

護 、公 務、対 個人 サービ スの 順にな っ て おり、 第３次 産業 が上位 を占 めてい る。 投資に 係

る 粗付 加価値 誘発 係数で は、 建設が 最 も 大きく 、以下 、情 報通信 、商 業、対 事業 所サー ビ

ス の順 になっ てい る。移 輸出 に係る 粗 付 加価値 誘発係 数で は、商 業、 輸送機 械、 一般機 械、

飲 食料 品の順 とな り、商 業を 除き、 第 ２ 次産業 が上位 を占 めてい る。

第 ３ 節 粗 付 加 価 値 誘 発 依 存 度

粗付 加価値 誘発 依存度 は、 最終需 要 項 目別粗 付加価 値誘 発額の 各部 門計に 対す る最終 需

要 項目 別粗付 加価 値誘発 額の 構成比 を 表 してお り、各 部門 の粗付 加価 値誘発 額が どの最 終

需 要に どのく らい 依存し てい るのか を 示 してい る。

項目 別に粗 付加 価値誘 発依 存度を み る と、最 も多く の粗 付加価 値を 誘発し たの は移輸 出

の 47.6％であ り、 以下、 民間 消費支 出 28.5％、 一般政 府消 費支出 13.8％、県 内総 固定資 本

形 成（ 民間） 6.1％ 、県内 総固 定資本 形成 （公的 ） 2.0％、 家計外 消費 支出 1.9％、 在庫純 増

0.1％ の順に なっ ている 。ま た、消 費 依 存度が 高い部 門は 、公務 、医 療・保 健・ 社会保 障

・ 介護 、不動 産等 、第３ 次産 業が上 位 を 占めて いる。 その 他は、 投資 依存度 が高 い建設 を

除 けば 、各部 門と も移輸 出依 存度が 比 較 的高く 、粗付 加価 値誘発 額を 移輸出 に依 存して い

る こと が分か る。 平成 12年と 比較す ると 、民間 消費支 出が 0.6ポ イント 、一 般政府 消費支 出

が 1.9ポ イント 、県 内総固 定資 本形成 （民 間）が 0.2ポ イン ト、在 庫純 増が 0.1ポイ ント上 昇

し 、家 計外消 費支 出、県 内総 固定資 本 形 成（公 的）、 移輸 出がそ れぞ れ 0.1ポイン ト、 1.6

ポ イン ト、 1.1ポイ ント低 下し た。
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図 19 消費に 係る 粗付加 価値 誘発係 数 図 20 投 資に 係る粗 付加 価値誘 発係 数

図 21 移輸出 に係 る粗付 加価 値誘発 係数 図 22 最 終需 要項目 別粗 付加価 値誘 発依存 度
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第 ６ 章 最 終 需 要 に よ る 移 輸 入 誘 発
最終 需要が 生じ た場合 、そ のすべ て が 県内生 産によ って 賄われ るの ではな く、 一部は 県

外 から の移輸 入に よって 賄わ れるこ と に なる。 最終需 要に よって 生産 が誘発 され ると、 各

部 門は その生 産を 行うた めに 原材料 を 必 要とす るが、 この 原材料 のう ち県内 では 賄えな い

分 につ いては 県外 からの 移輸 入に依 存 す ること になる 。

第 １ 節 移 輸 入 誘 発 額

最終 需要項 目別 移輸入 誘発 額は、 そ れ ぞれの 産業の 移輸 入額が どの 最終需 要に よって 誘

発 され たのか を項 目別に 表し たもの で あ る。

34部 門でみ ると 、移輸 出に よる誘 発額 が 3兆 6439億 円と最 も大 きく、 以下 、民間 消費支 出

1兆 8951億円、 県内 総固定 資本 形成（ 民間 ） 7423億円 、一般 政府 消費支 出 3541億円 、家計 外

消 費支 出 1391億円 、県内 総固 定資本 形成 （公的 ） 1083億円 、在庫 純増 267億 円とい う順に な

っ てお り、全 体で は 6兆 9096億 円の最 終 需 要を誘 発し ている 。平 成 12年 と比 較する と、民 間

消 費支 出、一 般政 府消費 支出 、在庫 純 増 が増加 し、家 計外 消費支 出、 県内総 固定 資本形 成

（ 公的 ）、県 内総 固定資 本形 成（民 間 ） 、移輸 出が減 少し た。

第 ２ 節 移 輸 入 誘 発 係 数

移輸 入誘発 係数 は、１ 単位 の最終 需 要 が各部 門の移 輸入 をどの くら い誘発 する のかを 最

終 需要 項目別 にみ たもの であ り、最 終 需 要によ って誘 発さ れた移 輸入 誘発額 を移 輸入誘 発

額 に対 応する 最終 需要の 合計 値で除 し て 求めら れる。 項目 別にみ ると 、在庫 純増 が 0.82で

最 も大 きく、 以下 、県内 総固 定資本 形成 （民間 ） 0.62、移 輸出 0.51、 家計外 消費 支出 0.50、

民 間消 費支出 0.47、県内 総固 定資本 形成 （公的 ） 0.42、一 般政府 消費 支出 0.26の 順にな っ

て おり 、県全 体で は１単 位の 最終需 要 に 対して 、 0.48単位 の移輸 入が 誘発さ れる 。これ を

平 成 12年と比 較す ると、 家計 外消費 支 出 、民間 消費支 出、 一般政 府消 費支出 、県 内総固 定

資 本形 成（民 間） 、在庫 純増 、移輸 出 で 係数が 大きく なっ ている 。

次に 、生産 誘発 係数、 粗付 加価値 誘 発 係数と 同様に 、消 費、投 資、 移輸出 の３ 項目に 分

け る。 消費に 係る 移輸入 誘発 係数で は 、 商業、 飲食料 品が 特に大 きく なって おり 、以下 、

輸 送機 械、化 学製 品とい う順 になっ て い る。投 資に係 る移 輸入誘 発係 数をみ ると 、一般 機

械 が最 も大き く、 次いで 情報 通信、 輸 送 機械と なって いる 。移輸 出に 係る移 輸入 誘発係 数

を みる と、輸 送機 械が特 に大 きくな っ て おり、 以下、 その 他の製 造工 業製品 、鉄 鋼、電 子

部 品と いう順 にな ってい る。

第 ３ 節 移 輸 入 誘 発 依 存 度

移輸 入誘発 依存 度は、 最終 需要項 目 別 移輸入 誘発額 の各 部門計 に対 する最 終需 要項目 別

移 輸入 誘発額 の構 成比を 表し ており 、 各 部門の 移輸入 誘発 額がど の最 終需要 にど のくら い

依 存し ている のか を示し てい る。

34部 門でみ ると 、移輸 出が 52.7％ と 最 も多く の移輸 入を 誘発し 、以 下、民 間消 費支出

27.4％ 、県内 総固 定資本 形成 （民間 ） 10.7％、 一般政 府消 費支出 5.1％ 、家 計外消 費支出

2.0％、 県内総 固定 資本形 成（ 公的） 1.6％、在 庫純増 0.4％ とな ってい る。 消費依 存度が 高

い 部門 は、医 療・ 保健・ 社会 保障・ 介 護 、対個 人サー ビス 、その 他の 公共サ ービ ス等で あ

る 。投 資依存 度が 高い部 門は 、一般 機 械 、窯業 ・土石 製品 、精密 機械 等であ る。 移輸出 依

存 度の 高い部 門は 、非鉄 金属 、鉄鋼 、 電 子部品 等であ る。

平成 12年と 比較 すると 、民 間消費 支出 は 1.2ポ イン ト、一 般政 府消費 支出 は 0.9ポイン ト、

在 庫純 増は 0.4ポイ ント上 昇し 、家計 外 消 費支出 、県 内総固 定資 本形成 （公 的）、 県内総 固
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定 資本 形成（ 民間 ）、移 輸出 はぞれ ぞれ 0.2ポイ ント 、 1.6ポイン ト、 0.6ポ イント 、 0.2ポ

イ ント 低下し た。
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図 23 消費に 係る 移輸入 誘発 係数 図 24 投 資に 係る移 輸入 誘発係 数

図 25 移輸出 に係 る移輸 入誘 発係数 図 26 最 終需 要項目 別移 輸入誘 発依 存度
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第１ 章 概 要

平成 17年群 馬県 産業連 関表 の概念 ・ 定 義、部 門分類 等は 、「平 成 17年（ 2005年 ）産業 連

関 表（ 総務省 ）」 （以下 、「 全国表 」 と いう。 ）に準 じて いる。

推計 ・作表 につ いては 、全 国表に 関 す る各種 報告書 及び 各種資 料、 平成 17年地 域産業 連

関 表（ 経済産 業省 ）に関 する 各種資 料 並 びに「 地域産 業連 関表作 成基 本マニ ュア ル」（ 平

成 20年 1月総務 省） 等に基 づい た。

１ 期 間、対 象及 び記録 の時 点

平成 17年（ 2005年）１ 月か ら 12月 ま で の１年 間の群 馬県 内にお ける 財・サ ービ スの生 産

活 動及 び取引 が対 象であ る。

記録 の時点 は、 原則と して 生産取 引 が 実際に 発生し た時 点を記 録す る「発 生主 義」で あ

る 。

２ 部 門分類

基 本分類 行 520× 列 407

統 合小分 類 190部門

統 合中分 類 108部門 （公 表資料 ）

統 合大分 類 34部門 （公 表資料 ）

３ 表 の形式 地 域内競 争移 輸入型

地域 内で生 産さ れた財 ・サ －ビス と 地 域外か ら移輸 入さ れた財 ・サ －ビス を区 別する こ

と なく 、同じ 扱い をする 。

列部 門との バラ ンスは 、最 終需要 部 門 にマイ ナス項 目と して移 輸入 部門を 設け て、一 括

し て控 除する 。

４ 価 格評価 実 際価格 によ る生産 者 価 格評価 表

生産 者価格 は、 購入者 価格 から流 通 経 費、す なわち 国内 貨物運 賃及 び商業 マ－ ジンを 取

り 除い た価格 であ る。

実際 価格と は、 同一の 財で も需要 部 門 によっ て取引 価格 が異な る場 合にお いて 、実際 の

取 引価 格で評 価し て現実 の取 引金額 を 記 録する もので ある 。

５ 消 費税の 取扱 い

消費 税の評 価方 法は、 各取 引額に 消 費 税を含 むグロ ス表 示であ る。 なお、 納付 税額は 、

「 間接 税」に 含め た。

６ 特 殊な取 扱い

(1) 屑・副 産物

産 業連関 表は 、一つ の生 産活動 か ら 一つの 生産物 しか 生産さ れな いとい う前 提があ る

が、 現実に は、 生産工 程上 、必然 的 に 別の財 が生産 され る場合 があ る。そ の財 を主生 産

物と して生 産す る部門 が他 にある 場 合 には、 これを 「副 生産物 」と いい、 ない 場合に は

「 屑」 という 。

こ れらは 、「 ストー ン方 式（マ イ ナ ス投入 方式） 」に よって 処理 される 。ス トーン 方

式と は、副 産物 、屑の 発生 額を発 生 部 門の列 と競合 部門 の行と の交 点にマ イナ スで計 上

し、 かつ、 その 産出内 訳を 需要部 門 ご とにプ ラスで 計上 する方 式で ある。
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(2) 商業・ 運輸 部門

現 実の取 引活 動は、 商業 及び運 輸 部 門を経 由して 行わ れるの が大 部分で ある 。これ を

取引 の流れ に従 って忠 実に 記録す れ ば 、部門 間の取 引関 係が間 接的 なもの にな り、そ の

実態 が分か りに くくな る。

そ こで、 財の 取引は 供給 部門と 需 要 部門の 間で直 接行 われた よう に表示 し、 商業部 門

につ いては 商業 マージ ン分 、運輸 部 門 につい ては運 賃収 入分を それ ぞれ生 産額 とする 。

(3) コスト 運賃 とコス ト商 業

上 記のよ うな 通常の 流通 経費と は 別 に、直 接的な 費用 として 処理 される 特別 な運輸 及

び商 業活動 があ り、こ れら の経費 に つ いては 「コス ト運 賃」「 コス ト商業 」と して、 そ

れぞ れ行部 門の 「運輸 」及 び「商 業 」 に計上 する。

コ スト運 賃と しては 、生 産工程 の 一 環とし て行わ れる 輸送活 動に 伴う経 費、 引越荷 物

・中 古品・ 廃棄 物など のよ うな商 品 と は考え られな いよ うなも のに 係る輸 送経 費が含 ま

れ、 コスト 商業 として は、 同一部 門 内 での中 古品の 取引 マ―ジ ン等 、具体 的に は家計 に

おけ る中古 の書 籍・乗 用車 等の取 引 が 相当す る。

(4) 帰属計 算

実 際には 市場 取引が 行わ れてい な い が、実 質的に は効 用が発 生し ていて 、こ れを享 受

して いる部 門が ある場 合が ある。 こ の 効用を 市場価 格で 評価し て、 その効 用を 発生さ せ

てい る部門 の生 産額に 計上 し、産 出 先 として 、この 効用 を享受 して いる部 門の 経費あ る

いは 消費と して 計上す る方 法を帰 属 計 算とい う。

帰 属計算 をす るもの

・金 融の帰 属利 子

・生 命保険 及び 損害保 険の 帰属保 険 サ ービス

・政 府建物 に係 る資本 減耗 引当

・持 ち家住 宅及 び給与 住宅 に係る 住 宅 賃貸料

(5) 仮設部 門

実 際には 産業 として 存在 しない が 、 作表上 あるい は分 析上の 便宜 から設 定し た架空 の

部門 を仮設 部門 という 。

次 の部門 を設 定する 。

・事 務用品

各 部門で 共通 的に使 用さ れてい る 鉛 筆、消 しゴム 、罫 紙等の 事務 用品は 、企 業会計 上

では 、一般 に消 耗品と して 一括処 理 さ れるこ とが多 いた め、こ れら を生産 する 各部門 は、

当該 品目を 一旦 「事務 用品 」部門 に 産 出し、 各需要 部門 は、こ れら を「事 務用 品」部 門

から 一括し て投 入する 。

・自 家活動 部門

「 自家用 旅客 自動車 輸送 」及び 「 自 家用貨 物自動 車輸 送」に つい ては、 本来 の部門

（旅 客自動 車輸 送や貨 物自 動車輸 送 ） とは別 の仮設 部門 として 独立 させ、 内生 経費の 投

入構 造のみ を推 計し、 本来 の部門 と の 対比を 行う。

・鉄 屑、非 鉄金 属屑及 び古 紙

副 産物及 び屑 は、原 則と してマ イ ナ ス投入 方式に よっ て処理 され る。

こ の場合 、副 産物に つて は、そ れ を 主生産 物とす る部 門が別 に設 けられ てい るため 問

題が 生じな い。 しかし 、鉄 屑、非 鉄 金 属屑及 び古紙 につ いては 、そ のよう な部 門がな い

ため 、発生 及び 投入の 処理 ができ な い ことと なる。 この ため、 行部 門につ いて のみ仮 設

部門 として 「鉄 屑」、 「非 鉄金属 屑 」 及び「 古紙」 部門 を設け て処 理する 。
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(6) 政府活 動

政 府活動 は、 公的企 業な どのよ う に 財・サ ービス の県 民への 販売 を主た る活 動目的 と

する ものと 、営 利を目 的と しない 政 府 サービ ス生産 者と に分け られ る。

前 者は、 一般 の商品 活動 と全く 同 じ 取扱い が行わ れ、 後者は 経費 総額を もっ て計上 さ

れ、 営業余 剰は 計上さ れな い。そ の 産 出先は 、それ ぞれ のサー ビス に対し て支 払われ た

料金 相当額 につ いては 、そ の受益 部 門 に計上 され、 残り の額は 主と して一 般政 府消費 支

出又 は対家 計民 間非営 利団 体消費 支 出 に計上 される 。

７ 平 成 17年 表の 主な変 更点

(1) 部 門分類 の主 な変更

① 「郵便 ・信 書便」 部門 の新設

これま での 「郵便 」に 民間事 業 者 による 信書 送達の 活動 を加え た「 郵便・ 信書便 」

を 新設。

② 「イン ター ネット 付随 サービ ス 」 部門の 新設

これま での 部門で 該当 するも の が ないた め新設 する 。

③ 「社会 福祉 （産業 ）」 部門の 新 設

保育所 、居 宅支援 事業 所等の 経 営 が株式 会社・ 有限 会社等 に認 められ たこ とによ り

新 設する 。

(2) そ の他

「 再生資 源回 収・加 工処 理」部 門 の 取扱い

平 成 12年 表で は、「 再生 資源回 収 ・ 加工処 理」部 門を 新設し 、「 屑・副 産物 」は一 括

して 「再生 資源 回収・ 加工 処理」 部 門 に投入 され、 当該 部門か ら需 要部門 に産 出され る

こと とし、 「屑 ・副産 物」 の投入 に 回 収及び 加工に かか る経費 を加 えたも のを 生産額 と

して 計上し たが 、平成 17年 表では 、 「 再生資 源回収 ・加 工処理 」部 門には 「屑 ・副産

物」 の回収 及び 加工に 係る 経費の み を 生産額 として 計上 するこ とと した。

第 ２ 章 生 産 額 （ Ｃ Ｔ ） の 概 念 等 に つ い て

産業 連関表 の部 門分類 は、 財・サ ー ビ スを個 々に生 産す る活動 (アク ティ ビティ )を単 位

と して いる。

また 、各生 産物 の生産 額（ コント ロ ー ル・ト ータル ズ＝ ＣＴ） は、 県内で 行わ れた生 産

活 動に よって 対象 年次に 生産 された 財 ・ サービ スのす べて であり 、原 則とし て売 り上げ 、

収 入額 等をベ ース に推計 した が、政 府 サ ービス 生産者 ・対 家計民 間非 営利団 体は 経営経 費、

商 業と 運輸は 流通 マ―ジ ン、 金融業 ・ 不 動産業 は手数 料及 び帰属 サー ビス等 を生 産額と し

て いる 。

さら に、生 産主 体にお ける 自家生 産 ・ 自家消 費は原 則と して計 上し 、製造 小売 業の製 造

分 はそ れぞれ の製 造品の 属す る部門 の 活 動とし て取り 扱っ た。

各部 門の概 念等 は次の とお りであ る 。

１ 農 林水産 業部 門

耕種 農業、 畜産 、農業 サ― ビス、 林 業 及び漁 業から なる 。



- 46 -

なお 、同部 門の 生産額 には 、上記 の 生 産活動 による 財・ サ―ビ スの 他、動 植物 の成長 肥

大 分及 び自家 消費 分も含 まれ る。

２ 鉱 業部門

金属 鉱物、 非金 属鉱物 、石 炭・原 油 ・ 天然ガ スから なる 。

本県 で生産 活動 が行わ れて いるの は 、 非金属 鉱物で ある 。

３ 製 造業部 門

食料 品から 再生 資源回 収・ 加工処 理 ま でを生 産活動 の範 囲とす る。

この 中には 、製 造小売 業 (男 子服・ 家具 ・建具 等 )の 製造 活動分 も含 めてい る。

４ 建 設部門

建築 、建設 補修 、公共 事業 、その 他 の 土木建 設の生 産活 動であ る。

５ 電 気・ガ ス・ 水道部 門

電力 、ガス ・熱 供給、 水道 、廃棄 物 処 理から なる。

電力 につい ては 、県内 にお ける販 売 用 の発電 活動の みな らず、 送配 電部門 の活 動及び 自

家 発電 活動を 含む 。都市 ガス 、熱供 給 業 は、販 売用及 び自 家用の 生産 活動と する 。

６ 商 業部門

県内 に所在 する 卸売・ 小売 業及び 代 理 商、仲 立業の 商業 活動で ある 。

商業 部門は 、商 業マー ジン （商品 販 売 額－商 品仕入 額） を生産 額と する。

７ 金 融・保 険部 門

金融 、保険 から なり、 金融 は、帰 属 利 子（受 取利子 －支 払利子 ）と 手数料 収入 を加え た

も のを 、保険 は帰 属保険 サー ビスを 生 産 額とす る。

８ 不 動産部 門

不動 産仲介 及び 賃貸、 住宅 賃貸料 、 住 宅賃貸 料 (帰 属家賃 )から なる 。

９ 運 輸部門

鉄道 輸送、 道路 輸送（ 除自 家輸送 ） 、 自家輸 送、水 運、 航空輸 送、 貨物利 用運 送、倉 庫、

運 輸付 帯サー ビス からな り、 運賃収 入 を 生産額 とする 。

10 情 報通信 部門

通信 (郵便・ 信書 便、電 気通 信、そ の 他 の電気 通信 サービ ス )と 放送 (公共 放送、 民間放 送、

有 線放 送 )、情 報サ ービス 、イ ンター ネ ッ ト附随 サー ビス、 映像 ・文字 情報 制作か らなる 。

11 公 務部門

公務 （中央 ）及 び公務 （地 方）か ら な り、そ のうち 教育 、医療 等「 非公務 」に 格付け さ

れ る各 部門を 除い たもの を範 囲とし 、 そ の活動 に要し た人 件費、 物件 費等の 経費 の総額 を

生 産額 とする 。

12 サ ービス 部門

教育 、研究 、医 療・保 健、 社会保 障 、 介護、 その他 の公 共サー ビス 、広告 、物 品賃貸 サ

ー ビス 、自動 車・ 機械修 理、 その他 の 対 事業所 サービ ス、 娯楽サ ービ ス、飲 食店 、宿泊 業、
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洗 濯・ 理容・ 美容 ・浴場 業、 その他 の 対 個人サ ービス から なる。

13 事 務用品

各産 業部門 が一 般的か つ平 均的に 事 務 用品と して投 入す るもの を範 囲とす る。

14 分 類不明

他の いずれ の部 門にも 格付 けでき な い 財・サ ービス の生 産活動 を範 囲とす る。

第 ３ 章 最 終 需 要 部 門 の 概 念 等 に つ い て

１ 家 計外消 費支 出（列 ）

いわ ゆる「 企業 消費」 に該 当し、 交 際 費や接 待費等 の名 目で消 費さ れた財 ・サ ービス で

家 計消 費支出 に類 似する 支出 であり 、 そ の範囲 は、宿 泊・ 日当、 交際 費及び 福利 厚生費 で

あ る。 最終需 要欄 では、 全産 業での 消 費 額が財 別に計 上さ れ、粗 付加 価値欄 では 、産業 ご

と の全 消費額 が計 上され る。

２ 家 計消費 支出

家計 の財・ サ－ ビスに 対す る消費 支 出 額から 同種の 販売 額（中 古品 と屑） を控 除し、 県

外 から 受け取 った 現物贈 与の 純額を 加 え 、更に 県内居 住者 の県外 消費 を加算 した もので あ

る 。こ こでい う消 費支出 は、 土地、 建 物 ・構築 物に対 する 支出を 除い た全て の支 出をい い、

使 用せ ずに残 った ものを 含め た財の 購 入 額の全 てを消 費支 出とし て計 上する 。

医療 、介護 につ いては 、家 計の負 担 分 のみ計 上する 。

中古 品取引 につ いては 、そ れが家 計 部 門内相 互間の 取引 である 場合 と、資 本形 成や政 府

サ ービ ス生産 者な どの他 部門 との間 の 取 引であ る場合 とに 分けら れる 。前者 の場 合には 、

中 古品 の販売 額は 相殺さ れ、 その取 引 に 伴う商 業マー ジン と運賃 のみ が計上 され るが、 後

者 の場 合には 、家 計から の販 売額は マ イ ナスの 家計消 費支 出とな り、 逆に家 計が 他部門 か

ら 購入 した中 古品 は、購 入額 が家計 消 費 支出と なり、 販売 した部 門で は販売 額を マイナ ス

の 支出 として 計上 するこ とと してい る 。

３ 対 家計民 間非 営利団 体消 費支出

対家 計民間 非営 利団体 が経 済的に 意 味 のない 価格で 提供 する財 ・サ ービス に関 する支 出

の うち 、対家 計民 間非営 利団 体自身 が 負 担した 費用で ある 。つま り対 家計民 間非 営利サ ー

ビ ス生 産者の 生産 額のう ち他 の部門 に 対 する産 出を除 いた もので ある 。

４ 一 般政府 消費 支出

中央 、地方 政府 に分類 され る政府 サ ー ビス生 産者の 生産 額（生 産活 動に要 する 経営的 コ

ス トに 等しい ）か ら他の 部門 に対す る サ ービス の販売 額（ 例えば 、国 公立病 院の 医療収 入、

国 公立 学校の 授業 料）を 差し 引いた も の で政府 の自己 消費 額に等 しい 。家計 への 教科用 図

書 の現 物給付 、医 療、介 護の 保険給 付 等 を加え る。

５ 一 般政府 消費 支出（ 社会 資本減 耗 分 ）

中央 、地方 政府 に分類 され る政府 サ ー ビス生 産者の 建物 等の減 耗分 及び道 路・ ダム等 の

社 会資 本の減 耗分 である 。
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６ 県 内総固 定資 本形成

政府 サービ ス生 産者及 び公 的企業 に よ る国内 におけ る建 設物、 機械 、装置 など 固定資 産

の 取得 （購入 、固 定資産 の振 替）か ら な り、資 産の取 得に 要した 資本 の本体 費用 、据付 工

事 費、 運賃マ ージ ン中古 資産 の取引 マ ー ジン等 直接費 用が 含まれ る。

生産 過程か ら産 出され た資 産に限 定 さ れるた め、特 許権 、のれ ん代 などの 非生 産資産 は

含 まな い。土 地は 非生産 資産 である た め 、固定 資本形 成に は含ま れな いが、 土地 の購入 価

格 を除 いた造 成・ 改良費 は計 上され る 。

家畜 のうち 役畜 用、種 付用 、乳用 、 競 争用、 羊毛用 、そ の他資 本用 役を提 供す るもの に

つ いて は、成 畜で なくと も成 長増加 分 を 資本形 成に計 上す る。た だし 、育成 を専 門に行 っ

て いる 生産者 が所 有する 販売 前の家 畜 は 在庫に 計上す る。 果樹、 桑、 茶木等 資本 用役を 提

供 する 植物は 自己 勘定は 成長 増加分 を 資 本形成 に計上 する 。

固定 資産と して 規定す る資 本財の 範 囲 は、耐 用年数 が１ 年以上 で購 入者価 格の 単価が 10

万 円以 上のも のと する。

長期 生産物 は、 使用者 が所 有権を 得 た とみな される 時点 まで在 庫に 計上さ れる 。

建設 の仕掛 品は 、所有 権の 移転が な く ても、 工事進 捗量 を資本 形成 に計上 する 。

７ 在 庫純増

財を 生産す る産 業の保 有す る生産 者 製 品在庫 、半製 品・ 仕掛品 在庫 、商業 部門 が保有 す

る 流通 在庫、 産業 、対家 計民 間非営 利 サ ービス 生産者 及び 政府サ ービ ス生産 者に よって 保

有 され る原材 料在 庫の物 量的 増減を 、 年 間平均 の市中 価格 （生産 者価 格ベー ス） で評価 し

た もの である 。

８ 移 輸出

県内 で生産 され た財・ サー ビスの 、 国 外に対 する輸 出及 び他都 道府 県に対 する 移出か ら

な る。 財の単 なる 通過は 考慮 しない 。

９ 移 輸入

県外 からの 財・ サービ スの 輸入及 び 移 入であ り、関 税及 び輸入 品商 品税を 含む 。移輸 入

さ れた 財は県 内で 消費さ れる か、ま た は 、流通 在庫、 原材 料在庫 とな る。移 輸出 と同じ く

財 の単 なる通 過は 考慮し ない 。関税 、 輸 入商品 税は控 除項 目とし て扱 う。

第 ４ 章 粗 付 加 価 値 部 門 の 概 念等 に つい て

１ 家 計外消 費支 出（行 ）

概念 等につ いて は、最 終需 要部門 の 家 計外消 費支出 と同 じであ る。

２ 雇 用者所 得

県内 の民間 及び 政府等 にお いて雇 用 さ れてい る者に 対し て、労 働の 報酬と して 支払わ れ

る 現金 及び現 物の 総額で ある 。ここ で い う雇用 者所得 は、 雇主の 支払 いベー スで あり、 雇

用 者の 受取り ベー スでは ない 。雇用 者 所 得も県 内概念 とし て把握 され るため 、居 住者、 非

居 住者 を問わ ず、 県内で 発生 した雇 用 者 の所得 をもっ て雇 用者所 得と してい る。 さらに 、

雇 用者 所得は 、従 業者の うち 有給役 員 、 常用雇 用者、 臨時 ・日雇 雇用 者に対 する 所得を 意

味 し、 自営業 主、 家族従 業者 の所得 は 、 営業余 剰に含 める 。

雇用 者所得 は、 賃金・ 俸給 、社会 保 険 料（雇 用主負 担） 、その 他の 給与及 び手 当（退 職

年 金及 び一時 金、 現物給 与等 ）によ り 構 成され ている 。
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３ 営 業余剰

粗付 加価値 から 、家計 外消 費支出 、 雇 用者所 得、資 本減 耗引当 及び 純間接 税（ 間接税 －

補 助金 ）を控 除し たもの を範 囲とす る 。

営業 余剰の 内容 は、営 業利 潤、支 払 利 子等か らなる 。こ の場合 、営 業外収 入で ある受 取

利 子や 、受取 配当 は含め ない が、こ れ は 各部門 をいわ ゆる 生産活 動単 位で規 定し 、所得 を

そ れが 発生し た源 泉産業 に帰 属させ る た めであ る。

個人 業主や 無給 の家族 従業 者等の 所 得 は、営 業余剰 に含 める。 さら に、政 府サ ービス 生

産 者及 び対家 計民 間非営 利サ ービス 生 産 者の生 産額は 生産 コスト に等 しいと 定義 されて い

る ため 、その 営業 余剰は 発生 しない 。 営 業余剰 は産業 のみ 発生す る。

４ 資 本減耗 引当

固定 資本の 価値 は、生 産過 程にお い て 消耗さ れてい くが 、この 価値 の減耗 分を 補填す る

た めに 引き当 てら れた費 用で 、減価 償 却 費と資 本偶発 損か らなる 。減 価償却 費は 、固定 資

本 の通 常の摩 耗と 損傷に 対す るもの で 、 資本偶 発損は 、火 災、風 水害 、事故 など による 不

慮 の損 失に対 する もので ある 。

５ 資 本減耗 引当 （社会 資本 減耗分 ）

中央 、地方 政府 に分類 され る政府 サ ー ビス生 産者の 保有 する「 政府 建物」 及び 道路、 ダ

ム 等の 「社会 資本 」につ いて 、その 固 定 資本の 価値の 減耗 分を補 填す るため に引 き当て ら

れ た費 用であ り、 原価償 却費 と資本 偶 発 損を範 囲とす る。

６ 間 接税（ 除関 税・輸 入商 品税）

財・ サービ スの 生産、 販売 、購入 又 は 使用に 関して 生産 者に課 せら れる租 税及 び税外 負

担 で、 税法上 損金 算入が 認め られ所 得 と はなら ず、し かも その負 担が 最終購 入者 へ転嫁 さ

れ るこ とが予 定さ れてい るも のであ る 。 また、 財政収 入を 目的と する 政府の 税外 収入も 間

接 税に 含まれ る。 なお、 関税 、輸入 商 品 税は、 最終需 要で 扱う。

間接 税の種 類は 、国税 では 、消費 税 、 酒税、 たばこ 税、 揮発油 税等 、地方 税で は、事 業

税 、地 方たば こ消 費税、 特別 地方消 費 税 等の消 費税等 であ る。

７ (控 除 )経 常補 助金

産業 振興を 図る 、ある いは 製品の 市 場 価格を 低める 等の 政府の 政策 目的に よっ て、一 般

政 府か ら産業 に対 して給 付さ れ、受 給 者 の側に おいて 収入 として 処理 される 経常 的交付 金

で ある 。公的 企業 の営業 損失 を補う た め になさ れる政 府か らの繰 入も 補助金 に含 まれる 。

なお 、政府 サー ビス生 産者 及び対 家 計 民間非 営利サ ービ ス生産 者が 補助金 を受 けるこ と

は ない 。
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